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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（百万円） 121,637 134,739 107,383 109,292 111,687

経常利益（百万円） 10,608 10,648 7,824 5,498 4,887

当期純利益（百万円） 6,093 6,214 4,783 2,891 2,484

純資産額（百万円） 52,125 57,999 61,772 64,647 58,670

総資産額（百万円） 74,108 80,822 85,009 84,601 84,259

１株当たり純資産額（円） 188,779.31 105,049.57 111,914.28 115,715.08 115,956.89

１株当たり当期純利益金額

（円）
21,929.32 11,183.12 8,613.84 5,241.81 4,797.85

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
21,909.28 － － － －

自己資本比率（％） 70.3 71.8 72.7 75.5 68.6

自己資本利益率（％） 12.4 11.3 8.0 4.6 4.1

株価収益率（倍） 19.38 24.59 28.09 26.71 24.39

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△2,814 18,714 8,748 9,117 7,674

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△2,956 △1,708 △3,162 △3,245 △3,465

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
257 △238 △959 △1,175 △8,412

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円）
3,661 20,429 25,056 29,754 25,550

従業員数

[外、平均臨時雇用者数]

（人）

986

[－]

1,111

[－]

1,271

[－]

1,389

[－]

1,570

[－]

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．平成16年５月20日付で、株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

なお、第18期の１株当たり当期純利益金額は、期首に分割が行われたものとして算出しております。

３．第17期の株価収益率については、株式分割権利落後の株価によっております。

４．第18期から第20期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しなかったため記載しておりません。また、第21期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第20期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号平成17年12月９日）を適用しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（百万円） 119,287 132,235 105,508 107,144 109,873

経常利益（百万円） 10,234 9,681 6,855 5,119 4,047

当期純利益（百万円） 6,089 5,677 4,226 2,767 2,377

資本金（百万円） 12,278 12,279 12,279 12,279 12,279

発行済株式総数（株） 275,948 551,900 551,900 551,900 551,900

純資産額（百万円） 52,158 57,499 60,934 62,879 56,743

総資産額（百万円） 72,718 77,790 81,754 81,683 80,648

１株当たり純資産額（円） 188,915.59 104,154.49 110,402.44 113,976.95 113,819.02

１株当たり配当額（うち１株

当たり中間配当額）（円）

1,000

(－)

1,000

(－)

1,500

(750)

1,500

(750)

2,000

(750)

１株当たり当期純利益金額

（円）
21,930.41 10,219.90 7,612.65 5,015.53 4,591.36

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
21,910.36 － － － －

自己資本比率（％） 71.7 73.9 74.5 77.0 70.4

自己資本利益率（％） 12.4 10.4 7.1 4.5 4.0

株価収益率（倍） 19.38 26.91 31.79 27.91 25.48

配当性向（％） 4.6 9.8 19.7 29.9 43.6

従業員数

[外、平均臨時雇用者数]

（人）

791

[－]

900

[－]

1,075

 　　　　　[－]

1,155

 　　　　　[－]

1,314

 　　　　　[－]

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．平成16年５月20日付で、株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

なお、第18期の１株当たり当期純利益金額は、期首に分割が行われたものとして算出しております。

３．第17期の株価収益率については、株式分割権利落後の株価によっております。

４．第18期から第20期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しなかったため記載しておりません。また、第21期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第20期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

６．第21期の１株当たり配当額には、創立20周年記念配当500円を含んでおります。
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２【沿革】

年月 事項

昭和63年２月 コンピュータのＬＡＮ（ローカルエリアネットワークシステム）の販売を目的として東京都港区

にネットワンシステムズ株式会社を設立。

昭和64年１月 大阪府大阪市東区に西日本事業所（現関西支社）を開設。

平成２年10月 東京都北区に浮間物流センター（現品質管理センター）を開設。

平成３年２月 通産省よりシステムサービス企業として登録・認定される。

平成４年４月 米国カリフォルニア州パロアルトに米国パロアルト駐在員事務所を開設。

平成４年10月 愛知県名古屋市中村区に名古屋営業所（現中部支店）を開設。

平成４年10月 東京都より特定建設業（電気通信工事業）として認可される。

平成６年７月 東京都品川区に本社を移転。

平成７年３月 米国カリフォルニア州パロアルトに、米国のネットワーク市場の動向調査や最先端技術及び商品の

開拓を中心事業とする米国現地法人Tennoz Initiative Inc.（現非連結子会社・持分法非適用会社）を

設立。

平成７年４月 茨城県つくば市につくば営業所（現つくば事業所）を開設。

平成８年３月 北海道札幌市中央区に札幌営業所（現北海道事業所）を開設。

平成８年４月 福岡県福岡市博多区に福岡営業所（現九州事業所）を開設。

平成８年５月 大阪府大阪市淀川区に西日本事業所（現関西支社）を移転。

平成８年10月 日本証券業協会に株式を店頭登録。

平成11年６月 ネットワーク関連ソフトウェアの開発・販売を中心事業とする㈱スカイコム（現持分法適用会

社）に出資。

平成11年９月 シスコシステムズ社認定ゴールドパートナー資格取得。

平成11年10月 メルコムサービス㈱（現三菱電機インフォメーションテクノロジー㈱）とサービスインテグレー

ション事業の業務提携。

平成12年４月 当社、メルコムサービス㈱（現三菱電機インフォメーションテクノロジー㈱）、シスコシステムズ

㈱(現シスコシステムズ合同会社）３社共同で、サービスインテグレーションを中心事業とする

ネットワークサービスアンドテクノロジーズ㈱（現連結子会社）を設立。

平成12年５月 東京都品川区に、テクニカルセンター・品質管理センターを統合拡充。

平成12年５月 広島県広島市中区に広島事業所を開設。

平成12年７月 宮城県仙台市宮城野区に東北事業所を開設。

平成12年11月 東京都千代田区に霞が関オフィスを開設。

平成12年11月 電子認証、データ交換等のネットワーク関連ソフトウェアの企画・開発・販売を中心事業とする㈱

イージャパンに出資。

平成13年12月 品質管理センターがＩＳＯ９００１認証を取得。

平成13年12月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場。

平成14年５月 香川県高松市に高松事業所を開設。

平成15年３月 品質管理センターがＩＳＯ１４００１認証を取得。

平成15年３月 ㈱イージャパンの株式を追加取得して、同社の発行済株式の100％を取得。

平成16年４月 ＩＳＯ１４００１認証を全社で取得。

平成17年10月 岡山県岡山市に岡山事業所、愛媛県松山市に松山事業所をそれぞれ開設。 

平成17年12月 愛知県豊田市に豊田事業所を開設。 

平成18年１月 中国の日系企業に対するサポート拠点として中国・上海市に網一系統貿易（上海）有限公司（現

非連結子会社・持分法非適用会社）を設立。

平成18年２月 ネットワーク技術を利用した省エネルギーシステムの開発・提供を中心事業とする㈱イープラッ

トに出資。 

平成18年４月 ＩＴ環境の構築、運用及び保守業務の技術者常駐サービスを中心事業とするＪＢＳテクノロジー㈱

（現持分法適用会社）に出資。

平成19年９月 ㈱イープラットの当社保有株式を全株売却。

平成19年11月 ネットワークサービスアンドテクノロジーズ㈱（現連結子会社）と共同で統合型ネットワーク運

用管理サービスを提供する「エキスパートオペレーションセンター（ＸＯＣ）」を開設。

平成20年２月 ㈱イージャパンの清算結了。 
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社、子会社３社及び関連会社２社から構成されており、最先端技術並びに商品を利用したネット

ワークシステムの構築から高付加価値サービスの提供までを事業としています。当社グループの事業分野は一つであ

りますが、ネットワークシステムの構成機器及び提供するサービスの形態により、ネットワーク機器商品群（ＮＩ）、

ネットワークコンピューティング商品群（ＮＣ）、メディア商品群（ＭＩ）、サービス商品群（ＳＩ）に分類してい

ます（下表参照）。

　当社グループの事業は、各商品群の組み合わせによるシステム販売が大部分を占めています。

　グループ各社の役割は、ＮＩ・ＮＣ・ＭＩを当社が、ＳＩをネットワークサービスアンドテクノロジーズ株式会社が

中心に行っています。また、米国のネットワーク市場の動向調査や、最先端技術及び商品の開拓は、当社及び米国子会

社（Tennoz Initiative Inc.）が中心となって行っています。

［商品群分類］

商品群 概要 主要商品

ネットワーク機器商品群（ＮＩ） ネットワーク設計

プロジェクト管理

機器導入

ルータ

スイッチ

ユニファイドコミュニケーション

ネットワークコンピューティング商

品群（ＮＣ）

ポリシー調査、設計、導入 セキュリティ・認証

負荷分散装置

サーバー・ストレージ

メディア商品群（ＭＩ） 配線設計、図面管理

施工（選定、調達、工事）

ケーブル・配線工事

光伝送

無線

サービス商品群（ＳＩ） 運用支援、設置

総合保守、遠隔監視

総合教育、管理受託

保守・運用管理

オペレーションセンター

コンサルティング

 インストール

各種教育セミナー

　（注）　ネットワーク機器商品群（ＮＩ）

　ネットワークを構築する際になにより求められることは、スムーズなトラフィック環境を実現し、安定したパ

フォーマンスを提供することです。ネットワークインテグレーションでは、ハイエンドのルータやスイッチを

中心に、効率的なネットワーク・インフラを提供します。ネットワーク機器商品群は、ルータやスイッチ等、コ

ンピュータネットワークを構築するために必要不可欠なハードウェアを中心に分類しています。

ネットワークコンピューティング商品群（ＮＣ）

　急速に進展するインターネット環境で活用するアプリケーションインフラを、安全かつ迅速に実現するのが

ネットワークコンピューティングです。各種セキュリティ商品やマルチメディア・アプリケーションなど、進

化するアプリケーション・プラットフォームの整備をはじめ、トラフィック管理・ＱｏＳ・サーバー・スト

レージなどの最新技術を駆使したソリューションを展開するために必要なソフトウェアや周辺機器により構

成されています。

メディア商品群（ＭＩ）

　マルチメディア・コンテンツを活用したビジネス環境が急増するにつれ、ネットワークのもっとも基本とな

る伝送路媒体を利用目的に合わせて構築することが必要となります。そこで、メディアインテグレーションで

は、ＣＡＴＶ・モバイル・無線など、多様化する高機能ネットワークの基盤を支える物理的な伝送路媒体のイ

ンテグレーションを、設計・施工を通じて提供します。メディア商品群は、その際に必要な商品と伝送路に関す

るサービスにより構成されています。
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サービス商品群（ＳＩ）

  ネットワーク構築の際の機器選定から設計・導入、そして運用保守・管理まで、ネットワークを一貫してサ

ポートするのがサービスインテグレーションです。ネットワークを24時間365日安定運用できることを基本と

し、トラフィックの監視をはじめとした運用管理や適切な障害対応などにより、安心できる環境を提供します。

さらに、トラフィック分析・課金管理のサポートによるランニングコストの削減やネットワーク管理者向けの

管理手法・最新技術情報の教育などのサービスも提供します。

［事業系統図］

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

※１　ネットワークサービスアンドテクノロジーズ㈱は、サービスインテグレーションを行う会社で、連結子会社です。

※２　Tennoz Initiative Inc.は、米国のネットワーク市場の動向調査や最先端技術及び商品の開拓を行うための会社で、非連

結子会社・持分法非適用会社です。

※３　網一系統貿易(上海)有限公司は、本邦企業の中国現地法人に対しネットワークシステムの構築からサービスまでの提

供を行う会社で、非連結子会社・持分法非適用会社です。

※４　㈱スカイコムは、主にネットワーク関連ソフトウェアの開発と販売を行う会社で、持分法適用会社です。

※５　ＪＢＳテクノロジー㈱は、ＩＴ環境の構築・運用・保守業務の技術者常駐サービスを行う会社で、持分法適用会社で

す。

  ６　従来連結子会社でありました㈱イージャパンは、平成20年２月４日付で清算結了したことから、連結子会社でなくな

りました。

  ７　従来関係会社（持分法非適用会社）でありました㈱イープラットは、平成19年９月に当社保有株式を全株売却した

ことから、関係会社でなくなりました。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

(百万円) 主要な事業内容
議決権の所
有割合(％) 関係内容

（連結子会社）      

ネットワークサービス
アンドテクノロジーズ㈱

東京都
品川区

605

ネットワークに関す
る機器及びソフト
ウェアの設置及び導
入、並びに保守及び運
用業務

71.8

当社受注保守サービス等の一部
を受託しております。
役員の兼任１名。

 

（持分法適用関連会社）      

㈱スカイコム
東京都
台東区

403

ネットワーク関連ソ
フトウェアの開発及
び販売
 

26.9

インターネット上で情報を配信
するソフトウェアの企画・開発
を担当しております。
役員の兼任１名。

ＪＢＳテクノロジー㈱
東京都
港区

80
ＩＴ環境の構築、運用
及び保守業務の技術
者常駐サービス事業

41.2
当社顧客向けのＩＴ環境構築支
援サービス等の一部を受託して
おります。
役員の兼任１名。

　（注）従来連結子会社でありました㈱イージャパンは、平成20年２月４日付で清算結了したことから、連結子会社でなく

なりました。

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

ネットワーク関連事業 1,570

合計 1,570

　（注）１．従業員数は連結会社から連結会社外への出向者を除き、連結会社外から連結会社への出向者を含む就業人員

であります。

２．連結会社の事業は、ネットワークシステムの構築とその運用、管理サービスを中心とした単一セグメントと

なっております。

３．従業員数が前連結会計年度末に比し、181人増加しておりますが、業容拡大に伴う新卒採用及び中途採用によ

るものであります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円）

1,314 　　  35才４カ月 　　　４年８カ月 7,255,159

　（注）１．従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．従業員数が前事業年度末に比し、159人増加しておりますが、業容拡大に伴う新卒採用及び中途採用によるも

のであります。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度において、企業セクター（製造・非製造業：ＥＰ系）分野では、案件の大型化及びサービス事業（施

工を含む運用管理等）の拡張が一段と進んでおり、そのため受注獲得までのプリセールス期間が長くなる傾向にあり

ます。非製造業では、建設不動産業界を除いて受注高及び売上高ともに比較的順調でしたが、製造業では前年度の大型

受注の反動もあり、特に電気及び輸送用機器業界における受注高の減少により、売上高は微増に止まりました。

　通信事業者・インターネットサービスプロバイダー（ＩＳＰ）セクター（ＳＰ系）分野では、日本電信電話株式会

社（ＮＴＴ）グループ向けＳＩ企業や他の通信事業者及びＩＳＰ向けの受注高及び売上高がともに増加しました。

　公共関連（公共系）では、独立行政法人等の一部入札案件において価格競争等により厳しい状況でありましたが、中

央省庁案件の獲得及び地方自治体その他の受注高は大幅に増加しました。一方、受注案件の売上計上時期が翌期とな

り、売上高は減少しました。

　この様な状況下、当連結会計年度における受注高は、1,173億45百万円となり81億77百万円（前期比7.5％増）の増加

となりました。チャネル別内訳は、ＥＰ系が410億１百万円（前期比3.2％減）、ＳＰ系が494億５百万円（前期比10.6％

増）、公共系は269億38百万円（前期比21.7％増）となりました。なお、ネットワーク機器等及びサービス事業（施工を

含む運用管理等）別の受注高は、ネットワーク機器等が765億51百万円（前期比4.4％増）、サービス事業は407億94百

万円（前期比13.7％増）となりました。

　当連結会計年度における売上高は、1,116億87百万円となり23億95百万円（前期比2.2％増）の増加となりました。

チャネル別内訳は、ＥＰ系が417億95百万円（前期比1.2％増）、ＳＰ系が465億94百万円（前期比7.0％増）、公共系は

232億97百万円（前期比4.7％減）となりました。なお、ネットワーク機器等及びサービス事業別の売上高は、ネット

ワーク機器等が742億81百万円（前期比1.4％減）、サービス事業は374億６百万円（前期比10.1％増）となりました。

　当連結会計年度における損益の状況は、売上高が1,116億87百万円（前期比2.2％増、23億95百万円増）、売上原価が

865億68百万円（前期比2.0％増、17億12百万円増）となり、その結果、売上総利益は251億19百万円（前期比2.8％増、６

億83百万円増）となりました。一方、人員増により人件費が増加したこと等から、販売費及び一般管理費は203億47百

万円（前期比7.4％増、14億円増）となり、その結果、営業利益は47億72百万円（前期比13.1％減、７億17百万円減）、経

常利益は48億87百万円（前期比11.1％減、６億11百万円減）、当期純利益は24億84百万円（前期比14.1％減、４億７百

万円減）となりました。

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度においては、税金等調整前当期純利益が47億54百万円となり、たな卸資産の増加や仕入債務の支払額

の減少等により、営業活動によるキャッシュ・フローは76億74百万円の収入となりました。

　一方、投資活動によるキャッシュ・フローについては、営業用固定資産等の取得や社内システムの構築等で34億65百

万円の支出となり、また、財務活動によるキャッシュ・フローについては、自己株式の取得による支出76億24百万円及

び配当金の支払７億85百万円等により84億12百万円の支出となり、差引で現金及び現金同等物は42億３百万円減少し

ました。その結果、現金及び現金同等物の期末残高は255億50百万円（前期末比14.1％減）となりました。

なお、前連結会計年度との比較は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による収入は76億74百万円となり、前連結会計年度に比べ14億43百万円の収入減となりました。これは主に

売上債権の回収額の減少により57億82百万円収入が減少、たな卸資産の増加により26億８百万円支出が増加、一方で、

仕入債務の支払額の減少により71億21百万円支出が減少したことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による支出は34億65百万円となり、前連結会計年度に比べ２億20百万円の支出増となりました。これは主に

有形固定資産の取得による支出が１億56百万円増加したことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による支出は84億12百万円となり、前連結会計年度に比べ72億37百万円の支出増となりました。これは主に

自己株式の取得による支出が76億24百万円発生したことによるものです。

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）商品仕入実績
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  当連結会計年度における商品仕入実績を商品群ごとに示すと、次のとおりであります。

区分 金額（百万円） 前年同期比（％）

ネットワーク機器商品群 62,188 104.1

ネットワークコンピューティング
商品群

1,966 92.2

メディア商品群 8,380 113.5

サービス商品群 13,026 117.0

合計 85,561 106.4

　（注）１．サービス商品群には、外注費が含まれております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当連結会計年度における受注状況を商品群ごとに示すと、次のとおりであります。

区分 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

ネットワーク機器商品群 70,725 105.6 12,982 121.9

ネットワークコンピューティング
商品群

2,388 94.8 513 143.1

メディア商品群 9,459 98.4 1,824 68.4

サービス商品群 34,772 115.7 24,174 119.9

合計 117,345 107.5 39,494 116.7

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績を商品群ごとに示すと、次のとおりであります。

区分 金額（百万円） 前年同期比（％）

ネットワーク機器商品群 68,395 98.3

ネットワークコンピューティング
商品群

2,233 91.1

メディア商品群 10,302 117.7

サービス商品群 30,757 107.9

合計 111,687 102.2

　（注）１．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおり

であります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

東日本電信電話株式会社 11,646 10.7 13,596 12.2

　　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　ネットワークの普及は急速に拡がり、社会基盤としての利活用も進んでいます。今後は、放送と通信の融合による動

画配信、ネットワーク・音声・データ等を統合的に取り込んだ企業のＩＴシステムの構築など、お客様の需要も多様

化・高度化するとともに、より信頼性があり簡単に利用できる環境に変化すると考えています。

　この様な市場の変化に伴い当社では、社会基盤としての情報コミュニケーション技術（ＩＣＴ）プラットフォーム

構築に貢献することを目標に、従来、事業の中心であったネットワークの構築に加え、付加価値の高い安心且つ安全な

ＩＣＴプラットフォームの保守・運用までを対象とした事業領域の拡大を行います。さらに、ＩＣＴ基盤であるネッ

トワークシステム、サーバー、ストレージ機器の一層効果的な利活用を行う仮想化技術領域を取り込み、お客様のＩＣ

Ｔシステムの利用効率・効果を高めるインテグレーションサービス事業への取り組みを目指します。また、インテグ

レーションサービス事業への取り組みのために、以下の方針を定めています。

　ⅰ ネットワーク機器販売モデルからネットワーク化されるシステムの機能を意識的にサービスとして組み込んだモデ

ルへの転換を図る。

　ⅱ 事業領域を明確化し、ネットワークインテグレーション及びネットワークプラットフォーム、セキュリティ、ネット

ワークアプリケーションへの対応を強化し、ネットワーク基盤全般をサポートする企業への転進を図る。 

　当社は、上記の方針を掲げ、事業領域を従来のネットワーク構築からＩＣＴ産業へ拡大し、さらにプラットフォーム

内に組み込まれていくシステム機能に対して意識的に取り組むとともに、お客様に導入されているネットワーク基盤

全般をサポートするビジネスモデルに移行します。具体的には、ネットワーク機器販売と付随するサービス提供と

いった今までのビジネスモデルにネットワーク技術を中核としたコンサルテーション及び構築から運用管理までを

統合的に網羅した新たな付加価値を提供することにより、継続的にサービスユニットとして提供する事業として発展

させます。さらに、そのシステム基盤の上にセキュリティ、ストレージ・サーバーなどの設置による新たなネットワー

ク技術を利用したシステム（ネットワークプラットフォーム）の構築、ＩＰアプリケーションの展開を行うことによ

り、多くのお客様がネットワークサービスを効率よく且つ簡便に利用できる環境を提供することを目指します。

　その実現性を担保するための手法として、短期・中期・長期の３期に分けて以下のような事業展開を行う予定です。

① 短期

　当社グループの最大の強みであるネットワークインテグレーション事業の継続的強化に加えて、付帯するサービス

の体系化と再編を行う。また、ネットワーク事業領域の拡張に伴い、今後のネットワーク基盤に必要とされるネット

ワークプラットフォーム、セキュリティ、ネットワークアプリケーション事業の立ち上げ、新規商品の開拓により品揃

えの拡大を行い、事業領域の拡張に対応する。

② 中期

　次世代ネットワークの研究開発を進め、ネットワークインテグレーション事業の拡大に加え、ネットワークプラット

フォーム、セキュリティ、ネットワークアプリケーション事業を連携させて展開する。また、新規商材等の立上げによ

り、ネットワークをシステムとして提供できる体制を構築し、さらに、当社が販売していないネットワーク基盤も含め

上記サービスを提供できる体制を構築したうえで、お客様のアウトソース需要を取り込んだサービス事業の展開を行

う。

③ 長期

　お客様のネットワーク基盤の設計・構築及び維持管理を遂行する体制を一層強化し、ご利用いただいているお客様

の手間がかからないような、自律型且つ自己完結型のネットワーク基盤の提供を目指す。また、お客様の構築された

ネットワークの付加価値を高め、資産活用の効率化を図ると同時に、より一層のコスト圧縮を実現する統合サービス

ビジネスの展開を図る。

　上記の中長期経営戦略の達成のためには、お客様の特性（一般民間企業、通信事業者、公共部門）や各地域に即した

営業体制の強化、新規商品の開拓、サービスメニューの充実等を図り、ビジネスモデルの変革が不可欠となります。

　まず、お客様の特性に即した営業体制の強化策として、一般民間企業に対する営業責任体制の明確化、通信事業者の

みならずネットワークサービスを提供する事業者への営業範囲の拡大、中央省庁・地方自治体や文教等の公共部門に

対する営業体制の強化を行います。また、大都市のお客様が拠点を地方へ展開されることから、当社本社と地域拠点と

の連携をより密接に行い営業体制の強化を図ります。
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　次に、新商品の開拓、サービスメニューの充実を図る方策として、当期に立ち上げたユニファイドコミュニケーショ

ンやネットワークプラットフォーム、セキュリティ、ネットワークアプリケーション事業を営業推進グループ内に統

合し、従来は個別に対応を行っていた事業推進体制を、次世代の技術動向に即した体制に変更します。

　さらに当社グループ内における運用保守業務を担うネットワークサービスアンドテクノロジーズ株式会社（当社子

会社）との連携体制を強化することによりサービス事業の推進を図り、ネットワークの構築からネットワーク基盤の

上に設置されるプラットフォームやアプリケーション、運用サポートまでを一括して提供できる体制を整備します。

　これらの施策により、お客様のニーズに細かく対応した付加価値の高いネットワークサービスを提供し、顧客満足度

の向上に努めるとともに継続的な成長を図ります。

４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

(1)　情報漏洩について

　ネットワークシステムの構築から付加価値サービスの提供までを事業としている当社では、事業遂行上、お客様

が保有する個人情報等の機密情報を受領して作業を進めることがあります。当該情報を含む当社情報資産の管理

及び保護は、当社の重要な経営課題であると共に社会的な責務と認識しています。しかしながら、当社情報資産が

漏洩した場合は、損害賠償請求や信用失墜等により業績に悪影響を与える恐れがあります。そのため当社では、社

長直轄組織である「リスクマネージメント委員会」、「情報セキュリティ委員会」を中心として、当社グループ

内及びパートナー企業を含め、情報管理に対する啓蒙活動を行うとともに情報資産管理体制の維持、強化、教育等

を推進しております。

(2)　シスコシステムズ合同会社との取引について

　ＩＴ産業においては、技術が短期間のうちに進化し、市場環境がたえず流動的に変化しておりますので、当社は、

多岐にわたるユーザーのニーズに応えるべく市場調査や技術研究開発を重視し、特定のメーカー系列に属さず、

いわゆるマルチベンダー環境を提供する方針をとっています。また、当社取扱製品について他の仕入先から制約

を受けるような契約は結んでおりません。現在、当社取扱製品に占めるシスコシステムズ社製品の売上比率は、

50％程度となっておりますが、今後も、マルチベンダー環境の下で競争力ある製品を常に取り扱える体制を維持

するように努めます。

(3)　上位の顧客との間の取引について

　当社の納入先別顧客納入実績（平成20年３月期）においては、日本電信電話株式会社（ＮＴＴ）のグループ企

業に対する販売金額は、全体の30％台を占めています。但し、これらの顧客との取引は、各顧客が抱える多数のプ

ロジェクトに関連するスポット取引から成り立っておりますので、いずれの顧客との間の取引関係も一度に失わ

れるという事態は容易には想定しがたいものと認識しておりますが、設備投資循環等の影響で顧客からの受注が

減少した場合には、当社の業績に悪影響が及ぶ可能性があります。

(4)　為替変動による影響について

　当社の取扱製品には、海外系ベンダーの製品が占める割合が多く、仕入の大半が米ドル建決済となっているた

め、当社は仕入債務について為替リスクを有しています。そのため、当社は為替相場の変動によるリスクをヘッジ

する目的で、外貨建て仕入れに関する確定債務残高と予定債務残高を四半期単位で管理することにより適切な先

物為替予約を行っておりますが、為替予約によりすべてのリスクを排除することは不可能です。従って、日本円と

米ドル間の為替相場が円安傾向となった場合、円換算した仕入価格が増加することになりますが、その時点の

ネットワーク関連市場における競争状況いかんでは、かかる増加分を適正に当社の販売価格に反映できず、当社

の業績における利益率の低下を招く可能性があります。一方円高傾向となった場合は、在庫販売取引においては、

競争状況のいかんによって円高還元の販売価格引下げを余儀なくされ、先行して仕入れた製品原価との値差が縮

小し、利益率の低下を招くリスクがあります。 
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(5)　製品の陳腐化、適正在庫の確保等について

　ネットワーク関連市場における技術革新の速さは、一方で当社の製品及びサービスのライフサイクルを比較的

短いものにしています。そのため、当社は、保有する在庫品の陳腐化により業績が悪影響を受けるリスクを負って

います。当社は、経験則と実勢をもとに四半期毎に所定の評価減又は廃棄処分を行うことによりこれに備えてい

ます。また、当社が取り扱うネットワーク関連製品の中には、市場の動向を反映して急激にその需要が増加するも

のがあるほか、短納期での仕入を要求されるケースも増加しています。当社は、いわゆる売れ筋製品について需要

の変化に対応しうる適正在庫水準の維持に努めておりますが、当社の対応を超える変動により製品の供給不足が

生じた場合、顧客との間のビジネスチャンスを逸失し、当社の業績に悪影響を与える可能性があります。

(6)　競争について

　ネットワーク関連市場の拡大に伴い、競合他社との競争がより激しくなる可能性があります。そのような場合、

ネットワーク関連製品及びサービスに関する価格競争が生じ、そのため、当社の競争力及び市場の状況いかんに

よっては、当社の業績に悪影響を与える可能性があります。また、最先端かつ高度なネットワークシステムの提供

のためには、高い技術及び能力を有するシステム系技術者を含む優秀な人材の確保が重要となります。当社は、価

格競争に勝ち抜くために高い能力の人材を獲得・育成し全社の技術力を高め、競合他社との差別化を図っていま

す。

(7)　製品の不具合が生じた場合の責任について

　当社はネットワーク・ソリューション・プロバイダーとして、顧客の依頼によりネットワークシステム全体の

構築を請け負うことを主な業務としておりますが、かかるシステム構築において使用するルータ等のネットワー

ク関連製品は、機器ベンダーから仕入れています。当社は、製品単体ごとに受入検査、出荷検査を実施する等の品

質チェック等により、これらの仕入製品に不具合が生じないようにするための体制を構築しておりますが、それ

にもかかわらず何らかの不具合がシステム納入後に生じた場合、顧客の信頼を喪失する可能性があります。なお、

当社と顧客、機器ベンダーとの間でそれぞれ結ばれている契約の下では、システムに不具合が生じた場合の責任

は、当該不具合の内容、原因等により、（ⅰ）顧客が負う場合（不適切な使用等）、（ⅱ）当該製品の機器ベン

ダーがメーカーとして負う場合、（ⅲ）当社がネットワーク・ソリューション・プロバイダーとして負う場合、

のいずれかとなりますが、これまでに生じた事例の大半は上記（ⅱ）に該当するものであります。

(8)　災害等による影響

　当社は定期的な災害防止検査や設備点検を行っておりますが、すべての災害等を完全に防止または軽減できる

保証はありません。例えば、本社機能・品質管理センター・テクニカルセンターは、東京都品川区にあり、大地震

等による災害が発生した場合には、本社機能、技術検証機能、物流体制等が著しく低下する可能性があります。

(9)　委託先管理について

　当社はパートナー企業に業務委託を行うことにより、当社のネットワークソリューションをお客様に提供する

場合があります。この場合、法的問題が無いように契約の確認等は厳密に行っておりますが、万が一委託先などに

問題が生じた場合、法的制裁を受けるだけでなく顧客からの信頼が著しく低下し、売上低下を招く可能性があり

ます。

(10)　コンプライアンスについて

　当社で業務に従事する者（派遣社員及び業務委託先の従業員を含む）が法令や社内規程を遵守するよう、教育

・研修などを通じた啓蒙活動により社員等のコンプライアンス意識を高めるとともに、社内外通報・相談窓口の

設置によりコンプライアンス違反の把握と未然防止に努めておりますが、万が一重大なコンプライアンス違反が

発生した場合、顧客等からの信頼を著しく損ね、当社の事業および業績に悪影響が及ぶ可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　当社グループは、ネットワーク・ソリューション・プロバイダーとして、マルチベンダーベースのコンピュータネッ

トワーク機器とソフトウェアの最適な組合せによるネットワークシステム構築を通じて、ネットワークソリューショ

ンを提供しています。

　ネットワークシステムは、システムを構成する各種機器や各種ソフトウェアの組合せによりその機能や利便性が左

右され、システム運営に大きな影響を与えます。

　今後もネットワークや通信に関する技術革新は進歩し続けますが、最適なネットワークシステム構築には、最新技術

の取得と将来の拡張性に対する予測、コンピュータネットワーク関連の各種機器や各種ソフトウェアの機能把握と、

それらを最大限に活用する仕組みづくりが、大きな要素となります。

　マルチベンダー環境下で、各種コンピュータネットワーク機器やソフトウェアをネットワークシステムとして機能

させ通信を行なう為には、それぞれの仕様の「標準規格」が前提となります。しかしながら、通信を行なうために必須

となる様々な「標準規格」は、厳密に規定されているわけではなく、規格を採用するメーカーの裁量に委ねられてい

る部分があります。

　このような状況下で当社グループは、メーカー毎に各種機器や各種ソフトウェアに関する、利便性、規格、他の機器及

びソフトウェアとの相互接続性、詳細動作について、調査、研究、検証、評価を行うと同時に、複数の大学、ネットワーク

団体、米国企業等との共同研究を行い、規格標準、最新技術、規格外技術の動向を常に把握することに努めています。

　当社グループは、ネットワークシステム構築における様々な技術的要素を考慮し、蓄積してきたインテグレーション

力、システム管理・運用力を通じて、利便性、信頼性のより高いネットワークシステム、ネットワークソリューション

を提供しています。

　当連結会計年度における研究開発活動の実績としては、光伝送技術、無線技術、ＩＰｖ６技術、デバイスネットワーク

技術、ＸＭＬメッセージルーティング技術、モバイルネットワーク技術、超高速ＩＰルーティング技術、仮想化技術、

メッセージスイッチング技術、負荷分散技術、帯域管理技術、ネットワーク運用管理技術、セキュリティ管理技術、ネッ

トワークセキュリティ技術、アプリケーションセキュリティ技術、通信事業者間連携技術、ブロードバンド技術、イン

ターネット放送技術等の先端技術をベースに、ネットワークの今後の主流技術等の検証、評価を行いました。さらに、

インターネットによるマルチメディア情報の通信技術分野においては、音声や画像とデータの統合を踏まえて、マル

チキャスト通信、ＩＰ電話、ＴＶ会議等のマルチメディア技術、大容量の情報格納とその情報の随時検索及び配信を可

能とするネットワークストレージ関連技術に関する各種研究・実験を行い、導入実績を上げています。また、国際ブラ

ンドのクレジットカード会社数社が共同で策定したクレジットカードの情報保護に関するセキュリティ基準である

ＰＣＩＤＳＳを研究し、ネットワークセキュリティ技術と融合した実験を行っています。

　なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は22億51百万円となっており、一般管理費に含めて処理しています。

EDINET提出書類

ネットワンシステムズ株式会社(E04966)

有価証券報告書

13/93



７【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績の分析

 　（売上高）

　当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ23億95百万円増加し、1,116億87百万円となりました。

　当社の主力であるネットワーク機器等の機器売上高が堅調でなかったものの、前連結会計年度に比べサービス事

業（施工を含む運用管理等）の売上高が10.1％増加したことにより、売上高合計で前期比2.2％増となりました。

　 （売上原価、売上総利益）

　当連結会計年度は、売上総利益率が高いサービス事業（施工を含む運用管理等）の売上高構成比が上昇（前期比

2.4％増）したことにより、売上原価率が前期比0.1ポイント低下しました。その結果、売上総利益は前連結会計年度

に比べ６億83百万円増加し251億19百万円となりました。

　 （販売費及び一般管理費、営業利益）

　将来に向けての営業・技術基盤の拡充を目的とした増員等により人件費が増加したこと等から、販売費及び一般

管理費は前連結会計年度に比べ14億円増加（前期比7.4％増）し、営業利益は前期比13.1％減の47億72百万円となり

ました。

　 （営業外損益、経常利益）

　当連結会計年度の営業外収益は、受取利息を１億19百万円、団体保険配当金を13百万円計上したこと等により、１

億78百万円となりました。

　一方、営業外費用は、為替差損を18百万円、持分法による投資損失を15百万円、自己株式取得手数料を17百万円それ

ぞれ計上したこと等により、63百万円となりました。

　これらの結果、経常利益は前期比11.1％減の48億87百万円となりました。

　 （特別損益、税金等調整前当期純利益）

　当連結会計年度の特別利益は４百万円となり、一方、特別損失は固定資産除却損を99百万円、関係会社株式売却損

を15百万円、投資有価証券評価損を22百万円それぞれ計上したこと等により、１億37百万円となりました。

　以上の結果、税金等調整前当期純利益は前期比6.5％減の47億54百万円となりました。

　 (税金費用、当期純利益)

　法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額を併せた税金費用は21億45百万円となり、税効果会計適用後の法人税

等の負担率は法定実効税率40.69％に対して45.13％となりました。これは主に、スケジューリング不能な将来減算一

時差異に対して過年度計上した繰延税金資産を取崩したことによるものです。この他に少数株主利益１億24百万円

を計上した結果、当期純利益は前期比14.1％減の24億84百万円となりました。

(2) 財政状態の分析

   （流動資産）

　当連結会計年度末の流動資産は前連結会計年度末に比べ７億91百万円の減少となりました。

　これは増加の主な内訳として、余資運用による有価証券（譲渡性預金とコマーシャル・ペーパー）が29億98百万

円の増加、受注残高の増加に伴うたな卸資産の19億86百万円の増加、受取手形及び売掛金の８億19百万円の増加、一

方、減少の主な内訳として、現金及び預金の72億１百万円の減少があったことによるものです。

　 （固定資産）

　当連結会計年度末の固定資産は前連結会計年度末に比べ４億49百万円の増加となりました。これは主に、保守用

ネットワーク機器や評価用機器の充実等により工具器具備品が簿価で１億60百万円増加（取得価額が22億77百万

円増加、減価償却累計額が21億16百万円増加）、また、投資有価証券が１億96百万円増加したことによるものです。

（負債）

　当連結会計年度末の負債合計は前連結会計年度末に比べ56億35百万円の増加となりました。

　これは主に、買掛金が42億47百万円増加したことによるものです。

（純資産）

　当期純利益の計上に伴い利益剰余金が16億96百万円増加し、一方で自己株式が76億７百万円増加（純資産の減

少）した結果、純資産合計は586億70百万円となり、自己資本比率は6.9ポイント低下し68.6％となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループでは、主に、新製品の開拓、評価体制及び顧客サポート体制の強化を図るために機器類の充実を図り、総

額として33億43百万円の設備投資を実施いたしました。所要資金についてはいずれの投資も自己資金を充当いたしま

した。なお、当連結会計年度において重要な影響を及ぼす設備の売却、除却等はありません。

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

　なお、当連結会計年度より、質的重要性がある「ソフトウェア」の帳簿価額を記載しております。

(1）提出会社
　 平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
(人)建物 工具器具

備品 賃貸資産
ソフト
ウェア

合計

本社

（東京都品川区）

ネットワーク

関連事業

管理業務施設、社内ネッ

トワーク設備、基幹シス

テム等

111 346 － 1,254 1,712 813

関西支社

（大阪市淀川区）

ネットワーク

関連事業

管理業務施設及び社内

ネットワーク設備等
23 85 － － 109 106

北海道事業所

（札幌市中央区）

ネットワーク

関連事業

管理業務施設及び社内

ネットワーク設備等
3 2 － － 6 24

東北事業所

（仙台市青葉区）

ネットワーク

関連事業

管理業務施設及び社内

ネットワーク設備等
2 0 － － 3 17

つくば事業所

（茨城県つくば市）

ネットワーク

関連事業

管理業務施設及び社内

ネットワーク設備等
1 1 － － 2 11

中部支店

（名古屋市中区）

ネットワーク

関連事業

管理業務施設及び社内

ネットワーク設備等
6 6 － － 12 28

豊田事業所

（愛知県豊田市）

ネットワーク

関連事業

管理業務施設及び社内

ネットワーク設備等
4 1 － － 6 22

岡山事業所 

（岡山県岡山市）

ネットワーク

関連事業

管理業務施設及び社内

ネットワーク設備等
－ 0 － － 0 4

広島事業所

（広島市中区）

ネットワーク

関連事業

管理業務施設及び社内

ネットワーク設備等
6 4 － － 11 14

高松事業所

（香川県高松市）

ネットワーク

関連事業

管理業務施設及び社内

ネットワーク設備等
0 4 － － 5 6

松山事業所

（愛媛県松山市）

ネットワーク

関連事業

管理業務施設及び社内

ネットワーク設備等
－ 0 － － 0 1

九州事業所

（福岡市博多区）

ネットワーク

関連事業

管理業務施設及び社内

ネットワーク設備等
6 0 0 － 7 17

霞が関オフィス

（東京都港区）

ネットワーク

関連事業

管理業務施設及び社内

ネットワーク設備等
17 9 － － 26 63

品質管理センター

（東京都品川区）

ネットワーク

関連事業
物流設備等 67 1,892 － － 1,959 30

テクニカルセンター

（東京都品川区）

ネットワーク

関連事業

技術研究用ネットワー

ク機器等
136 1,634 － － 1,771 158

合計 － － 388 3,991 0 1,254 5,635 1,314

　（注）１．上記の本社及び各事業所は賃借しており、年間賃借料は1,385百万円であります。

２．上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。

事業所名 事業の種類別セグメントの名称 設備の内容 年間リース料（百万円）

本社及び各事業所(リース) ネットワーク関連事業 事務機器及び試験機器等 102

合計 － － 102

３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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(2）国内子会社

　 平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
(人)建物

工具器
具備品

賃貸資産
ソフト
ウェア

合計

ネットワークサービスア

ンドテクノロジーズ㈱

本社

(東京都
 品川区)

ネットワーク

関連事業

管理業務施設、保守用

ネットワーク機器、基

幹システム等

141 791 － 414 1,347 256

合計 － － － 141 791 － 414 1,347 256

　（注）１．上記国内子会社の本社事業所は賃借しており、年間賃借料は209百万円であります。

２．上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。

会社名 事業の種類別セグメントの名称 設備の内容
年間リース料
（百万円）

ネットワークサービスアンド

テクノロジーズ㈱
ネットワーク関連事業 保守用ネットワーク機器等 119

合計 － － 119

３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して当社及び連結子会社が個

別に策定しており、当連結会計年度末現在における設備の新設計画は次のとおりであります。また、所要資金について

は自己資金を充当する予定であります。

(1）新設

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定金額
（百万円）

資金調
達方法

着手及び完了予定年月
完成後
の増加
能力

総額
既支払
額

着手 完了

ネットワンシ
ステムズ㈱

 
 本社
（東京都品川区）
 品質管理センター
（東京都品川区）
 テクニカルセンター
（東京都品川区）
 各地方拠点
（各都道府県）
 

ネットワー
ク関連事業

試験及び開発
器材、保守部
材、基幹システ
ム等

3,200 － 自己資金 平成20年４月 平成21年３月  －

 
ネットワーク
サービスアン
ドテクノロ
ジーズ㈱
 

 本社
（東京都品川区）

ネットワー
ク関連事業

保守部材及び
基幹システム
等

1,000 － 自己資金 平成20年４月 平成21年３月  －

合計  －  －  － 4,200 －  －  －  －  －

　（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(2）改修

　特記すべき事項はありません。

(3）除・売却

　特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,100,000

計 1,100,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)

(平成20年３月31日)
提出日現在発行数(株)
(平成20年６月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 551,900 551,900
東京証券取引所

市場第一部

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

計 551,900 551,900 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額

（百万円）

資本金残高

（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成16年３月31日

（注）１
1,856 275,948 146 12,278 146 19,452

平成16年５月20日

（注）２
275,948 551,896 － 12,278 － 19,452

平成17年３月31日

（注）３
4 551,900 0 12,279 0 19,453

　（注）１．旧商法第280条ノ19第２項に基づく新株引受権の権利行使による増加（平成15年４月～平成15年７月）

旧商法第280条ノ19第２項に基づく新株引受権の権利行使期間は、平成15年７月７日に終了しております。

２．平成16年５月20日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。

３．平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21第１項の規定に基づく新株予約権の権利行使による増加

(平成16年４月～平成17年３月)
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（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況
単元未満株

式の状況

（株）
政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の法

人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 49 28 197 149 4 18,659 19,086 －

所有株式数（株） － 132,740 4,240 31,826 203,674 16 179,404 551,900 －

所有株式数の割合

（％）
－ 24.05 0.77 5.77 36.90 0.00 32.51 100.00 －

　（注）１．自己株式53,355株は「個人その他」に含めて記載しております。なお、平成20年３月31日現在における自己株

式の実保有株式数は、株主名簿上の自己株式数と同じく53,355株であります。

２．「その他の法人」の中には証券保管振替機構名義の株式が44株含まれております。

（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合
（％）

シービーニューヨーク オービス エスアイシー
アーヴィー
（常任代理人　シティバンク銀行株式会社　証券
業務部）

31,Z.A.BOURMICHT,
L-8070 BERTRANGE,
LUXEMBOURG
（東京都品川区東品川２丁目３番14
号） 

52,901 9.59

シービーニューヨーク オービス ファンズ
（常任代理人　シティバンク銀行株式会社　証券
業務部）

LPG BUILDING,24 BERMUDIANA RD,
HAMILTON,HM 11 BERMUDA
（東京都品川区東品川２丁目３番14
号） 

49,194 8.91

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 
 

29,344 5.32

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３番１号 27,636 5.01

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
(信託口４)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 
 

24,026 4.35

ステート ストリート バンク アンド　トラスト
 カンパニー 505012
（常任代理人　株式会社みずほコーポレート銀
行　兜町証券決済業務室）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUS
ETTS 
02101 U.S.A.
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

19,657 3.56

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 16,560 3.00
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氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号
15,379 2.79

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 7,200 1.30

ステート ストリート バンク アンド　トラスト
 カンパニー
（常任代理人　株式会社みずほコーポレート銀
行　兜町証券決済業務室）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUS
ETTS 
02101 U.S.A.
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
 

5,711 1.03

計 － 247,608 44.86

　（注）１．上記のほか、自己株式が53,355株あります。
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２．野村證券株式会社から平成20年３月７日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）により、平成20年２

月29日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末時点

における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況は株主名簿の記載によっております。

氏名又は名称 住所
保有株券等
の数（株）

株券等保有割合
（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 270 0.05

NOMURA INTERNATIONAL PLC
 

Nomura House 1,St.Martin’ 
s-le Grand London EC1A 4NP,England 2,468 0.45

野村アセットマネジメント株式会社 東京都中央区日本橋一丁目12番１号 33,314 6.04

計 － 36,052 6.53

３．弁護士森下国彦氏から平成20年４月７日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）により、平成20年３

月31日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末時点

における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況は株主名簿の記載によっております。

氏名又は名称 住所
保有株券等
の数（株）

株券等保有割合
（％）

ＪＰモルガン信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内２丁目７番３号
東京ビルディング

14,999 2.72

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会
社

東京都千代田区丸の内２丁目７番３号
東京ビルディング

7,592 1.38

ハイブリッジ・キャピタル・マネジメント・
エルエルシー

アメリカ合衆国ニューヨーク州 10019 
ニューヨーク ウェスト57ストリート 
9、27階

1,766 0.32

ジェー・ピー・モルガン・セキュリティーズ・
リミテッド

英国、ロンドン、EC2Y 5AJ、ロンドン・
ウォール 125 1,195 0.22

計 － 25,552 4.63

４．ゴールドマン・サックス証券株式会社から平成20年３月24日付で提出された大量保有報告書（変更報告

書）により、平成20年３月14日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社

として当事業年度末時点における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況は株主名簿の記

載によっております。

氏名又は名称 住所
保有株券等
の数（株）

株券等保有割合
（％）

ゴールドマン・サックス証券株式会社
東京都港区六本木六丁目10-１　六本木ヒ
ルズ森タワー

4,308 0.78

Goldman Sachs International Peterborough Court,133 Fleet 
Street,London EC4A 2BB UK 12,428 2.25

Goldman Sachs Asset Management,L.P. 32 Old Slip,New York,New York,10005
U.S.A. 8,733 1.58

Goldman Sachs & Co. 85 Broad Street,New York,New York
10004,U.S.A. 1,438 0.26

ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメ
ント株式会社

東京都港区六本木六丁目10-１　六本木ヒ
ルズ森タワー

3,198 0.58

計 － 30,105 5.45
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５．ブラックロック・ジャパン株式会社から平成19年５月21日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）

により、平成19年５月15日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社とし

て当事業年度末時点における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況は株主名簿の記載に

よっております。

氏名又は名称 住所
保有株券等
の数（株）

株券等保有割合
（％）

ブラックロック・ファンド・マネージャーズ・
リミテッド

EC4R 9AS 英国ロンドン市　
キング・ウィリアム　ストリート

2,029 0.37

ブラックロック・ジャパン株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目７番12号 
サピアタワー

14,121 2.56

ブラックロック・インベストメント・マネジメ
ント（ユーケー）リミテッド

EC4R 9AS 英国 ロンドン市　
キングウィリアム・ストリート 33 1,586 0.29

ブラックロック（ネザーランド）BV オランダ国アイントホーフェン
 VD5616　ビューケンラーン 143C 612 0.11

計 － 18,348 3.32

６．弁護士橋元勉氏から平成19年11月14日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）により、平成19年８月

３日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末時点に

おける実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況は株主名簿の記載によっております。

氏名又は名称 住所
保有株券等
の数（株）

株券等保有割合
（％）

オービス・インベストメント・マネジメント・
（ビー・ヴィー・アイ）・リミテッド

バミューダHM11ハミルトン、バミュー
ディアナ・ロード34 48,075 8.71

オービス・インベストメント・マネジメント・
リミテッド

バミューダHM11ハミルトン、バミュー
ディアナ・ロード34 55,469 10.05

計 － 103,544 18.76
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 　　53,355 －
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　 　　 498,545 498,545 同上

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 551,900 － －

総株主の議決権 － 498,545 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が44株含まれております。

また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数44個が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ネットワンシステムズ
株式会社
 

東京都品川区東品川
二丁目２番８号ス
フィアタワー天王洲

53,355 － 53,355 9.67

計 － 53,355 － 53,355 9.67

　（注）　株主名簿上、自己名義となっている株式53,355株は、実質的に所有している株式であります。

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第165条第２項の規定に基づく取締役会決議による普通株式の取得並びに旧商法第220条ノ

６第１項の規定及び会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第86条の規定に基づく

端株の買取請求による普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　   該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成19年６月27日）での決議状況
（取得期間　平成19年７月２日～平成19年７月20日）

17,000 2,400,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 11,819 1,577,806,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 5,181 822,194,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 30.5 34.3

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 30.5 34.3

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成19年７月30日）での決議状況
（取得期間　平成19年７月31日～平成19年９月14日）

44,000 6,600,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 41,324 6,029,896,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 2,676 570,104,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 6.1 8.6

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 6.1 8.6

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 0 99,200

当期間における取得自己株式 － －

 (注)端株0.8株の買取請求による取得であります。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 53,355 － 53,355 －
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３【配当政策】

　当社は、利益配分につきましては、企業価値の向上による株主利益の増大を目指し、経営基盤の拡充と成長力の維持

及び強化の源泉である自己資本の充実を図る一方、長期にわたり安定し、かつ業績を適正に反映した利益還元を行っ

ていくことを基本方針としています。また、配当性向の水準につきましては、連結配当性向30％以上を目標とします。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の決

定機関は、中間配当については取締役会、期末配当については株主総会であります。

　当事業年度の配当につきましては、上記の方針に基づき１株当たり1,500円の普通配当（うち中間配当750円）に当社

創立20周年記念配当500円を加え、年間2,000円の配当を実施することを決定しました。その結果、連結配当性向は

41.7％（創立20周年記念配当を除く連結配当性向は31.3％）となりました。

　内部留保資金につきましては、自己資本の充実を図る一方で、経営基盤の拡充と成長力の維持及び強化のために有効

な投資を行いたいと考えています。

　当社は、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨定款に定めていま

す。

　なお、当事業年度の剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成19年10月29日 取締役会決議 373 　750

平成20年６月25日 定時株主総会決議 623 1,250

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円）
927,000

□　　457,000
507,000 316,000 275,000 181,000

最低（円）
395,000

□　　412,000
266,000 205,000 123,000 89,600

　（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２．第17期の□印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価であります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 142,000 139,000 139,000 126,000 127,000 130,000

最低（円） 121,000 118,000 123,000 89,600 90,000 101,000

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（株）

代表取締役

会長
 澤田　脩 昭和20年12月７日生

昭和43年４月 三菱商事株式会社入社

平成６年３月 株式会社エイエスティ代表取締役社長

平成９年６月 当社取締役

平成10年７月 株式会社アイティコマース代表取締役

平成12年４月 株式会社ネオテニー副社長

平成13年３月 ブレインセラーズ・ドットコム株式会

社取締役

平成13年６月 株式会社イーシー・ワン取締役

平成14年７月 当社顧問

平成14年９月 プロストレージ株式会社代表取締役社

長

平成16年６月 当社代表取締役社長

株式会社スカイコム取締役（現任）

Tennoz Initiative Inc.President＆CEO

（現任）

平成20年６月 当社代表取締役会長（現任）

(注)３ 58

代表取締役

社長
 吉野　孝行 昭和26年２月14日生

昭和44年４月 日本電気エンジニアリング株式会社

（現 ＮＥＣフィールディング株式会

社）入社

昭和48年８月 東京エレクトロン株式会社入社

平成８年５月 米国フォアシステムズ入社

平成10年４月 日本シスコシステムズ株式会社（現 

シスコシステムズ合同会社）入社

平成13年４月 同社取締役

平成15年７月 同社取締役 常務執行役員

平成19年10月 当社顧問

平成20年６月 当社代表取締役社長（現任）

(注)３ 100

常務取締役

パートナー事業グ

ループ担当及び全

社営業統括

齋藤　普吾 昭和29年10月24日生

昭和53年４月 東京ナショナル電話機器株式会社入社

昭和60年11月 日本電気システム建設株式会社入社

平成６年４月 当社入社

平成12年４月 当社エンタープライズ（ＥＰ）系第４

事業部長

平成13年７月 当社公共・パートナー事業本部長

平成14年４月 当社エンタープライズ（ＥＰ）事業本

部長

平成17年４月 当社第１事業本部長

平成17年６月 当社取締役第１事業本部長

平成18年６月 当社取締役　エンタープライズ（Ｅ

Ｐ）第１事業本部、同第２事業本部、同

第３事業本部、プロフェッショナルエ

ンジニアリング（ＰＥ）本部、東日本

事業本部各担当

平成19年６月 当社常務取締役　営業統括部、エンター

プライズ（ＥＰ）第１事業本部、同第

２事業本部、同第３事業本部、プロ

フェッショナルエンジニアリング（Ｐ

Ｅ）本部、ネットワークファシリティ

エンジニアリング（ＮＦＥ）本部各担

当及び全社営業統括

平成20年４月 当社常務取締役　パートナー事業グ

ループ担当及び全社営業統括（現任）

(注)３ 205
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（株）

取締役

営業推進グループ、

システム企画グ

ループ各担当及び

全社技術統括

荒井　透 昭和33年10月６日生

昭和56年４月 菱電エレベータ施設株式会社入社

昭和58年10月 文部省高エネルギー物理学研究所デー

タ処理センター入所

平成元年６月 アンガマン・バス株式会社入社

平成２年４月 当社入社

平成５年４月 当社ネットワーク応用技術部長

平成12年４月 当社商品戦略室部長

平成15年４月 当社事業統轄室長兼広告宣伝室長

平成18年４月 当社ネットワークテクノロジー（ＮＷ

テクノロジー）本部長

平成18年６月 当社取締役　ネットワークテクノロ

ジー（ＮＷテクノロジー）本部長　兼　

官庁事業本部、ネットワークファシリ

ティエンジニアリング（ＮＦＥ）本

部、セキュリティ事業推進本部、品質管

理本部、ＩＴ部各担当

平成18年７月 網一系統貿易（上海）有限公司董事長

（現任）

平成19年４月 当社取締役　事業戦略室、サービス事業

推進室、システム企画統括部、セキュリ

ティ事業推進本部、ネットワークテク

ノロジー（ＮＷテクノロジー）本部、

品質管理本部各担当及び全社技術統括

平成20年４月 当社取締役　営業推進グループ、システ

ム企画グループ各担当及び全社技術統

括（現任）

(注)３ 107

取締役

人事総務グループ、

業務管理グループ

各担当及び全社管

理統括

片山　典久 昭和30年６月30日生

昭和55年４月 小松フォークリフト株式会社入社

昭和59年７月 アンガマン・バス株式会社入社

平成元年５月 当社入社

平成３年２月 当社経理部長

平成９年７月 当社経営企画室長

平成15年４月 当社ＣＥＯオフィス室長

平成18年６月 当社取締役　ＣＥＯオフィス室長　兼　

人材開発本部、業務本部、管理本部各担

当

平成19年４月 当社取締役　人材開発本部、業務本部、

管理本部、安全衛生推進室、健康推進セ

ンター各担当及び全社管理統括

平成20年４月 当社取締役　人事総務グループ、業務管

理グループ各担当及び全社管理統括

（現任）

(注)３ 505

取締役

地域事業グループ、

公共事業グループ

各担当

鈴木　剛 昭和33年５月16日生

昭和58年６月 株式会社ヒューモラボラトリ入社

平成２年１月 アンガマン・バス株式会社入社

平成７年７月 当社入社

平成12年４月 当社サービスプロバイダー（ＳＰ）系

北海道事業部長

平成16年４月 当社エンタープライズ（ＥＰ）事業本

部関西事業部長

平成17年４月 当社第４事業本部長

平成18年４月 当社西日本事業本部長

平成18年６月 当社取締役　西日本事業本部長

平成19年４月 当社取締役　東日本事業本部、西日本事

業本部各担当

平成20年４月 当社取締役　地域事業グループ担当

平成20年６月 当社取締役　地域事業グループ、公共事

業グループ各担当（現任）

(注)３ 168
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（株）

取締役

サービスプロバイ

ダー事業グループ

担当

末光　俊一 昭和36年２月22日生

昭和59年４月 株式会社朋栄入社

昭和60年10月 日本ユニバック株式会社入社

平成３年２月 アンガマン・バス株式会社入社

平成10年５月 当社入社

平成12年４月 当社サービスプロバイダー（ＳＰ）系

第１事業部長

平成17年４月 当社第３事業本部長

平成18年４月 当社サービスプロバイダー（ＳＰ）技

術本部長

平成18年６月 当社取締役　サービスプロバイダー

（ＳＰ）技術本部長　兼　サービスプロ

バイダー（ＳＰ）第１事業本部、同第

２事業本部各担当

平成19年４月 当社取締役　ネットワークプラット

フォーム（ＮＷプラットフォーム）事

業推進本部長　兼　サービスプロバイ

ダー（ＳＰ）第１事業本部、同第２事

業本部、サービスプロバイダー（Ｓ

Ｐ）事業開発部各担当

平成20年４月 当社取締役　サービスプロバイダー事

業グループ担当（現任）

(注)３ 79

取締役
エンタープライズ

事業グループ担当
大塚　浩司 昭和29年11月20日生

昭和54年４月 兼松エレクトロニクス株式会社入社

平成11年４月 株式会社ネットマークス入社

平成15年４月 同社執行役員事業本部長

平成19年４月 同社常務執行役員営業統括

平成19年６月 当社入社

平成19年９月 当社ユニファイドコミュニケーション

事業推進本部長

平成20年４月 当社エンタープライズ事業グループ統

括

平成20年６月 当社取締役　エンタープライズ事業グ

ループ担当（現任）

(注)３ 20

取締役 　 市川　勝敏 昭和19年２月２日生

昭和42年４月 ビジコン株式会社入社

昭和53年11月 メルコムサービス株式会社（現三菱電

機インフォメーションテクノロジー株

式会社）入社

平成９年６月 同社取締役システム統轄部長

平成13年４月 同社常務取締役ソリューションサービ

ス事業本部長

平成16年４月 同社常務取締役第一事業本部長

平成17年５月 当社顧問

平成18年４月 ネットワークサービスアンドテクノロ

ジーズ株式会社代表取締役社長（現

任）

平成19年６月 当社取締役（現任）

(注)３ －

取締役  池谷　仁夫 昭和35年３月３日生

昭和57年４月 三菱商事株式会社入社

平成16年４月 同社ＩＣＴ事業本部ネットワークサー

ビス事業ユニットマネージャー

平成16年６月 当社取締役（現任）

平成20年４月 三菱商事株式会社ＩＣＴ事業本部ＩＣ

Ｔサービス事業第二ユニットマネー

ジャー（現任）

(注)３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（株）

監査役

（常勤）
 吉田　広務 昭和20年５月21日生

昭和44年４月 三菱商事株式会社入社

平成７年２月 同社情報産業企画部長

平成９年４月 同社情報産業総括部長兼情報産業事業

統轄部長

平成９年６月 当社取締役

平成９年10月 三菱商事株式会社 参与 情報産業担当

役員補佐兼情報産業事業統轄部長

平成12年４月 三菱事務機械株式会社常務取締役

平成13年４月 三菱商事株式会社情報産業グループ監

査室長

平成15年５月 同社新機能事業グループ監査室長

平成15年６月 当社監査役（現任）

平成16年６月 ノーリツ鋼機株式会社取締役

(注)４ 15

監査役  内藤　正祐 昭和18年３月23日生

昭和40年４月 三菱商事株式会社入社

平成２年１月 同社メディア事業部長

平成５年11月 同社宇宙通信事業部長 兼 メディア事

業部長

平成10年６月 同社取締役情報産業担当役員補佐

平成11年４月 同社取締役情報産業グループSVP

平成12年６月 三菱倉庫株式会社常任監査役

平成19年６月 宇宙通信株式会社監査役

平成20年６月 当社監査役（現任）

(注)５ －

監査役  菊池　正道 昭和22年７月８日生

昭和45年４月 株式会社大丸入社

昭和56年３月 公認会計士登録、夏目達郎事務所勤務

昭和56年11月 監査法人夏目事務所社員

昭和62年４月 同事務所代表社員（現任）

平成20年６月 当社監査役（現任）

(注)５ －

監査役  内田　実 昭和23年４月10日生

昭和49年４月 弁護士登録（第一東京弁護士会）

ファーネス・佐藤・原田・松井法律事

務所勤務

平成10年２月 虎ノ門南法律事務所設立

同事務所パートナー（現任）

平成10年３月 株式会社エポック社監査役(現任)

平成20年６月 当社監査役（現任）

(注)５ －

    計 　 1,257

 （注）１.  取締役 池谷仁夫氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２.  監査役 内藤正祐氏、菊池正道氏及び内田実氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３.  平成20年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から１年間。

４.  平成19年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。

５.  平成20年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方　

　当社はあらゆる企業活動を通じて、お客様、株主の皆様、パートナー企業、社員、地域社会との良好な関係を築くと

ともに、よき企業市民として社会的責任を果たし、各々のステークホルダーからの高い評価（満足度）と信頼を獲

得する企業を目指しています。

(2)コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①会社の機関の内容

　当社は、監査役制度採用会社であり、取締役10名（内、社外取締役１名）、監査役４名（内、社外監査役３名）で

構成されています。なお、社外取締役及び社外監査役と当社との間には特別な利害関係はありません。

　当社は、従来から取締役会並びに取締役及び監査役を中心メンバーとする経営委員会により業務執行の決定を

行っております。なお、特に重要な事項については、取締役及び監査役を中心メンバーとする経営委員会（月２回

以上の開催）の審議を経て、取締役会（月１回以上の開催）において決定し、その他の重要事項については、経営

委員会において決定もしくは稟議手続きにより決裁しております。また、①責任の明確化、②職務権限の明確化、

③社内規程・ルールの遵守徹底、④指示命令系統の明確化を目指したフラットな組織運営による迅速な業務執行

により、経営効率の向上を図っています。　

　当社の監査体制は監査役、監査役会、会計監査人及び内部監査室で構成されております。監査役会が定めた監査

の方針、業務の分担等に従い、各監査役は取締役等から職務の執行状況の聴取、重要な決裁書類等の閲覧、当社及

び子会社の業務及び財産の状況の調査により、法令及び定款への適合性の観点から取締役の職務の執行を監査し

ます。会計監査人として、監査法人トーマツの監査を受けており、平成19年度の会計監査業務を執行した公認会計

士及び補助者の状況は以下のとおりです。 

　　　指定社員 業務執行社員　西岡　雅信

　　　　指定社員 業務執行社員　羽鳥　良彰

　　　　補助者の人数　　　　　 ６名

　上記のほか、代表取締役社長直属の内部監査室により内部監査を実施しております。内部監査室は、会社におけ

る業務活動が事業計画、経営方針、社内規程等に沿い、また、法令や社会倫理等に抵触することなく適正かつ効率

的に行われているかを調査し、必要な改善事項を指摘するとともに、改善状況をフォローします。

　また、法令・ルールの遵守徹底を図るためにコンプライアンス委員会を設置するとともに、コンプライアンス違

反に関する通報及び相談窓口を社内外に各１箇所ずつ設置しております。一方、経営に重大な影響を与える可能

性がある災害等の危機管理を行うためにリスクマネージメント委員会を設置し、実際に災害等が発生した場合に

は事故（危機）対策本部を設置してそれぞれ対応を図ります。
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　以上述べた事項を図によって示すと次のとおりであります。(提出日現在）

②内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、「当社の経営理念に基づき、すべてのステークホルダーから、常に高い評価と厚い信頼を獲得し続ける

企業を目指す」との観点から、以下のとおり、現時点の整備状況を踏まえつつ、内部統制システムの整備・運用並

びにその継続的改善に努めてまいります。　

ａ）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制　

イ．法令及び定款の規定により取締役会の決議を要する事項並びに経営・業務執行に関し重要事項は取締役

会において審議・決定します。

ロ．取締役会決議事項の取締役会への付議及び取締役会決議事項以外の経営・業務執行に関する重要事項は

経営委員会において審議・決定します。

ハ．上記２項以外の経営・業務執行に関する重要事項は、稟議手続きにより決裁します。

ニ．監査役は、法令及び定款の適合性の観点から取締役の職務の執行を監査し、また、監査役会は、監査に関す

る重要事項について、取締役からの報告を受け、監査役間で協議を行い、又は決議します。

ｂ）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社における文書の保存及び管理については、「文書管理規程」に定めるところにより行います。

（＜保存期間＞　取締役会議事録・経営委員会議事録：永久、稟議書：10年）
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ｃ）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ．経済環境の変化、市場ニーズの変化などのビジネスリスクについては、事業・投資に係る主管部門が自ら

把握・評価し、適時適切に対応します。また、新たな事業・投資については、各主管部門が、事前にビジネス

リスクについて調査・検討を行った後、取締役会又は経営委員会の審議・決定又は稟議手続きの決裁を経

た後で執行します。

ロ．地震などの不可抗力に起因した事故又は災害、並びに当社役職員の故意・過失に起因した事故、災害によ

り当社が損失を被るオペレーショナルリスクについては、リスクマネージメント委員会を設置し、リスク

管理規程をはじめリスク管理に係る諸規程を整備しております。

ハ．経営に重大な影響を与える不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長の指示に基づき、「事故（危

機）対策本部」等臨時の緊急対応組織を直ちに設置し、迅速かつ効率的な対応を図ります。

ｄ）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．主要な事項の執行決定とプロセスは職務権限基準表に定めるところによります。特に重要な事項の執行に

ついては、経営委員会の審議を経て取締役会において決定します。

ロ．業務効率向上の観点から、業務システムの継続的な見直しと改善を図ります。

ｅ）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ．コンプライアンス委員会はコンプライアンス体制に関する重要事項の審議・決定及び運用状況の確認を

行います。

ロ.「誠実と信頼」を共通の価値観と定め、当社役職員の業務遂行上の判断基準を示したコンプライアンスマ

ニュアル及び役職員の倫理基準を定めた倫理規程の遵守の徹底を図る観点から、全役職員に対するコンプ

ライアンス研修を計画的に実施します。

ハ．コンプライアンス違反に関する通報及び相談窓口を社内外に各１箇所ずつ設置しており、社外の通報・相

談窓口は匿名方式による報告・相談も受け付けております。コンプライアンス委員会の調査により社員に

よる重大なコンプライアンス違反が認められた場合には、違反した社員を就業規則により処分します。

ｆ）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ．当社の取締役又は使用人を子会社の取締役又は監査役として任命・派遣し、子会社の業務執行状況の監督

・監査を行うとともに、当社監査役は必要に応じ、子会社に対して事業の報告を求め、又は、業務及び財産

の状況を調査します。

ロ．子会社のリスク管理体制及びコンプライアンス体制は、当社の管理体制に準じて整備・運用されており、

今後、当社と子会社との連携を強化します。

ｇ）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該

使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役は監査役と協議し、適切な人材を配置

するものとします。なお、当該使用人の人事異動、人事評価等に関しては監査役の同意を得ることとし、取締役

からの独立性を確保します。

ｈ）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

イ．取締役が(ⅰ)取締役の不正行為、(ⅱ)取締役の法令・定款に違反する行為、(ⅲ)当社に著しい損害を及ぼす恐

れのある事実を発見した場合は、直ちに監査役会に報告するものとします。また、取締役が監査役から報告

を求められた場合には、速やかに報告するものとします。

ロ．内部監査室は、内部監査の計画及び実施状況の結果を監査役へ報告するとともに、社員が監査役からその

職務執行に関する報告を求められた場合、速やかに当該事項を報告するものとします。

ｉ）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、取締役、会計監査人並びに法務部及び顧問弁護士と適宜意見交換を行うこととしております。
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(3)役員報酬等の内容

区分

取締役 監査役 計

摘要
支給人員
（名）

支給額
（百万円）

支給人員
（名）

支給額
（百万円）

支給人員
（名）

支給額
（百万円）

株主総会決議に基づく報酬 7 197 4 54 11 251  （注）１

当事業年度に係る役員賞与 7 18 － － 7 18 （注）１

（注）１．株主総会決議に基づく報酬限度額（年額）は、取締役300百万円（平成16年６月25日定時株主総会決

議）、監査役100百万円（平成16年６月25日定時株主総会決議）であり、取締役の報酬限度額には、使用

人兼務取締役の使用人給与相当額は含んでおりません。なお、当期において使用人給与相当額を支給し

ている使用人兼務取締役はおりません。当事業年度に係る役員賞与は、平成20年６月25日開催の定時株

主総会において決議された「取締役賞与支給の件」に基づく支給額及び支給人員であります。

また、役員報酬のうち社外取締役及び社外監査役に対するものは以下のとおりであります。

区分 支給人員（名） 支給額（百万円）

取締役 － －

監査役 2 6

２．平成16年６月25日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度（規程を含む）の廃止を決議する

とともに、役員の退任時に退職慰労金制度廃止日（当該総会終結時）までの在任期間に応じた退職慰労

金を支給することを決議いたしました。これにより、当事業年度に任期満了により退任した取締役１名

に対して、退職慰労金（功労加算金を含む）30百万円を支給しております。なお、当事業年度末において

は取締役及び監査役に対する退職慰労金（功労加算金を含む）の未払金残高が42百万円（取締役28百

万円、監査役14百万円）あります。

(4)監査報酬等の内容

　公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　　 　25百万円

　上記以外の業務に基づく報酬　　　                          4百万円

（注）公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬以外の報酬は、内部統制構築に関する助言及び指

導業務に対するものであります。

(5)取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

(6)株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とす

るものであります。

(7)自己株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって、市場取引等により自己の株式を取得する

ことができる旨定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策等の遂行を可能にす

るためであります。
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(8)中間配当金

　当社は、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議によって、毎年９月30日の株主名簿に記載又は記録

された株主若しくは登録株式質権者に対し、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。これは、株主へ

の機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

(9)取締役及び監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定に基づき、取締役会の決議によって、任務を怠ったことによる取締役（取締役

であった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含む）の損害賠償責任を法令の限度において免除すること

ができる旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務の遂行にあたり、期待される役割を十分に発揮

できるようにすることを目的とするものであります。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並び

に、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日

まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、監査

法人トーマツにより監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   17,756   10,554  

２．受取手形及び売掛金   30,954   31,773  

３．有価証券   11,997   14,996  

４．たな卸資産   10,584   12,570  

５．繰延税金資産   636   908  

６．その他   1,773   2,113  

貸倒引当金   △0   △5  

流動資産合計   73,701 87.1  72,910 86.5

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  917   1,052   

減価償却累計額  △454 462  △532 519  

(2）工具器具備品  17,918   20,196   

減価償却累計額  △13,321 4,597  △15,437 4,758  

(3）賃貸資産  3   3   

減価償却累計額  △2 1  △3 0  

有形固定資産合計   5,061 6.0  5,278 6.3

２．無形固定資産        

(1）のれん   12   6  

(2）その他   1,586   1,658  

無形固定資産合計   1,598 1.9  1,665 2.0

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  746   942  

(2）長期貸付金   11   13  

(3）繰延税金資産   2,351   2,215  

(4）その他 ※１  1,355   1,477  

貸倒引当金   △225   △243  

投資その他の資産合計   4,238 5.0  4,405 5.2

固定資産合計   10,899 12.9  11,349 13.5

資産合計   84,601 100.0  84,259 100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金   12,272   16,519  

２．リース債務   －   19  

３．未払金   1,117   1,477  

４．未払法人税等   895   1,183  

５．前受金   －   4,405  

６．賞与引当金   637   737  

７．役員賞与引当金   22   27  

８．その他   4,904   1,146  

流動負債合計   19,850 23.5  25,516 30.3

Ⅱ　固定負債        

１．リース債務   －   16  

２．長期未払金   93   47  

３．その他   9   8  

固定負債合計   103 0.1  72 0.1

負債合計   19,953 23.6  25,589 30.4

        

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  12,279 14.5  12,279 14.6

２．資本剰余金 　  19,453 23.0  19,453 23.1

３．利益剰余金 　  32,173 38.0  33,870 40.2

４．自己株式 　  △94 △0.1  △7,702 △9.2

株主資本合計 　  63,811 75.4  57,900 68.7

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  △2 △0.0  55 0.1

２．繰延ヘッジ損益 　  29 0.0  △146 △0.2

評価・換算差額等合計 　  26 0.0  △90 △0.1

Ⅲ　少数株主持分 　  808 1.0  860 1.0

純資産合計 　  64,647 76.4  58,670 69.6

負債純資産合計 　  84,601 100.0  84,259 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   109,292 100.0  111,687 100.0

Ⅱ　売上原価   84,856 77.6  86,568 77.5

売上総利益   24,436 22.4  25,119 22.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2  18,946 17.4  20,347 18.2

営業利益   5,489 5.0  4,772 4.3

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  44   119   

２．受取配当金  1   －   

３．関係会社業務受託収入  3   1   

４．団体保険配当金  31   13   

５．その他  18 99 0.1 44 178 0.2

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  4   0   

２．持分法による投資損失  55   15   

３．自己株式取得手数料  －   17   

４．為替差損  6   18   

５．コミットメントフィー  9   －   

６．出資金運用損  10   10   

７．その他  5 90 0.1 0 63 0.1

経常利益   5,498 5.0  4,887 4.4
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

１．貸倒引当金戻入益  0   1   

２．持分変動利益  － 0 0.0 2 4 0.0

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産除却損 ※３ 134   99   

２．投資有価証券売却損 　 2   0   

３．関係会社株式売却損 　 －   15   

４．投資有価証券評価損  24   22   

５．関係会社株式評価損  34   －   

６．関係会社事業所移転費
用

 19   －   

７．事業所移転中止関連費
用

 199 414 0.3 － 137 0.1

税金等調整前当期純利益   5,084 4.7  4,754 4.3

法人税、住民税及び事業税  2,162   2,200   

法人税等調整額  △9 2,152 2.1 △54 2,145 2.0

少数株主利益   40 0.0  124 0.1

当期純利益   2,891 2.6  2,484 2.2
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

12,279 19,453 30,140 △94 61,778

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当(注）   △413  △413

剰余金の配当(中間配当）   △413  △413

役員賞与(注）   △30  △30

当期純利益   2,891  2,891

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ － 2,033 － 2,033

平成19年３月31日　残高
（百万円）

12,279 19,453 32,173 △94 63,811

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

△5 － △5 770 62,542

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当(注）     △413

剰余金の配当(中間配当）     △413

役員賞与（注）     △30

当期純利益     2,891

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

2 29 32 38 70

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

2 29 32 38 2,104

平成19年３月31日　残高
（百万円）

△2 29 26 808 64,647

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

12,279 19,453 32,173 △94 63,811

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △787  △787

当期純利益   2,484  2,484

自己株式の取得    △7,607 △7,607

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ － 1,696 △7,607 △5,911

平成20年３月31日　残高
（百万円）

12,279 19,453 33,870 △7,702 57,900
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評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

△2 29 26 808 64,647

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当     △787

当期純利益     2,484

自己株式の取得     △7,607

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

58 △175 △117 51 △65

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

58 △175 △117 51 △5,977

平成20年３月31日　残高
（百万円）

55 △146 △90 860 58,670
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  5,084 4,754

減価償却費  3,021 2,899

のれん償却額  3 3

賞与引当金の増加額  92 100

役員賞与引当金の増加額  22 4

貸倒引当金の増加額（△：減少額）  △0 22

受取利息及び受取配当金  △45 △119

持分法による投資損失  55 15

支払利息  4 0

固定資産除却損  134 99

投資有価証券売却損  2 0

関係会社株式売却損  － 15

投資有価証券評価損  24 22

関係会社株式評価損  34 －

売上債権の減少額（△：増加額）  5,439 △343

たな卸資産の減少額（△：増加額）  622 △1,986

未収消費税等の減少額  158 －

その他流動資産の増加額  △208 △321

仕入債務の増加額（△：減少額）  △2,873 4,247

未払消費税等の増加額（△：減少額）  131 △125

その他流動負債の増加額（△：減少額）  △49 276

役員賞与の支払額  △32 －

その他  △117 △157

小計  11,504 9,408

利息及び配当金の受取額  44 114

利息の支払額  △4 △0

法人税等の支払額  △2,472 △1,905

その他  45 56

営業活動によるキャッシュ・フロー  9,117 7,674
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △2,559 △2,716

無形固定資産の取得による支出  △392 △429

投資有価証券の取得による支出  △313 △200

投資有価証券の売却による収入  0 28

関係会社株式の取得による支出  － △70

貸付けによる支出  △11 △12

貸付金の回収による収入  23 9

出資金の払込による支出  △3 △3

出資金の回収による収入  1 26

その他  10 △96

投資活動によるキャッシュ・フロー  △3,245 △3,465

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純減少額  △350 －

リース債務の支払による支出  － △2

自己株式の取得による支出  － △7,624

配当金の支払額  △825 △785

財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,175 △8,412

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額（△：減少額）  4,697 △4,203

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  25,056 29,754

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 29,754 25,550
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　　　２社 (1）連結子会社の数　　　１社
 主要な連結子会社の名称

ネットワークサービスアンドテク

ノロジーズ㈱

㈱イージャパン

連結子会社の名称

ネットワークサービスアンドテク

ノロジーズ㈱

なお、従来連結子会社でありました

㈱イージャパンは、平成20年２月４

日付で清算結了したことから、連結

の範囲から除外しております。

 (2）主要な非連結子会社の名称等 (2）主要な非連結子会社の名称等
 主要な非連結子会社

Tennoz Initiative Inc.

網一系統貿易（上海）有限公司

主要な非連結子会社

Tennoz Initiative Inc.

網一系統貿易（上海）有限公司

 （連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模で

あり、合計の総資産、売上高、当期純

損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等は、い

ずれも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためであります。

（連結の範囲から除いた理由）

同左

２．持分法の適用に関する事 (1）持分法適用の関連会社数    ２社 (1）持分法適用の関連会社数    ２社

　　項 主要な会社の名称

㈱スカイコム

ＪＢＳテクノロジー㈱

なお、ＪＢＳテクノロジー㈱は、平

成18年４月に同社の株式を取得し

たことに伴い、当連結会計年度より

持分法適用の関連会社に含めてお

ります。

主要な会社の名称

㈱スカイコム

ＪＢＳテクノロジー㈱

 (2）持分法を適用していない非連結子会

社(Tennoz Initiative Inc.、網一系統貿易

（上海）有限公司)、及び関連会社

（㈱イープラット）は、それぞれ当期

純損益(持分に見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)等からみて、持

分法の対象から除いても連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外しております。

(2）持分法を適用していない非連結子会

社(Tennoz Initiative Inc.、網一系統貿易

（上海）有限公司)は、それぞれ当期

純損益(持分に見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)等からみて、持

分法の対象から除いても連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、

連結決算日と一致しております。

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算

日と一致しております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

４．会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

 その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法又は

償却原価法（定額法）

時価のないもの

同左

 ②　デリバティブ

時価法

②　デリバティブ

同左

 ③　たな卸資産 ③　たな卸資産

 商品

移動平均法による原価法

商品

同左

 未成工事支出金

個別法による原価法

未成工事支出金

同左

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法

 ①　有形固定資産

定率法

ただし、賃貸資産については定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物　　　　　　　　　３～26年 

工具器具備品　　　　　２～20年 

賃貸資産　　　　　　　　　６年 

①　有形固定資産

定率法

ただし、賃貸資産については定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物　　　　　　　　　３～26年 

工具器具備品　　　　　２～20年 

賃貸資産　　　　　　　　　６年 

（会計方針の変更）

当社及び連結子会社は、法人税法の

改正に伴い、当連結会計年度より、平

成19年４月１日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更し

ております。なお、これによる損益に

与える影響は軽微であります。

 ②　無形固定資産

自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法

②　無形固定資産

自社利用のソフトウェア

同左

 販売用ソフトウェア

見込販売可能期間（３年）に基

づく定額法

販売用ソフトウェア

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準
 ①　貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

による計算額を、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

②　賞与引当金

同左

 ③　役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。

（会計方針の変更）

当連結会計年度より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準

第４号 平成17年11月29日）を適用

しております。これにより営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益は、それぞれ22百万円減少し

ております。

③　役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。

 (4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準

同左

 (5）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(5）重要なリース取引の処理方法

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (6）重要なヘッジ会計の方法 (6）重要なヘッジ会計の方法
 ①　へッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。ただし、為替予約のうち、振当処

理の要件を満たしている場合は振

当処理を採用しております。

①　へッジ会計の方法

同左

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：為替予約

ヘッジ対象：外貨建予定取引

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ③　ヘッジ方針

取引限度額及び取引権限を定めた

社内管理規程に従って、将来購入す

る業務用資産に係わる外貨建債務

の為替変動リスクをヘッジしてお

ります。

③　ヘッジ方針

同左

 ④　ヘッジ有効性評価の方法

為替予約については、ヘッジに高い

有効性があるとみなされるため、有

効性の評価については省略してお

ります。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

 (7）その他連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

(7）その他連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては全面時価評価法を採用しております。

同左

６. のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

のれん及び負ののれんは、５年間の均等償

却を行っております。

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日）

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

 平成17年12月９日）を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は63,809百万

円であります。

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。

──────

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日）

（連結貸借対照表）

前連結会計年度末において、「連結調整勘定」として掲

記されていたものは、当連結会計年度末から「のれん」

と表示しております。

（連結貸借対照表）

前連結会計年度まで流動負債の「その他」に含めて表示

しておりました「前受金」は、当連結会計年度において、

負債及び純資産の合計額の100分の５を超えたため区分

掲記しました。

なお、前連結会計年度末の「前受金」は3,911百万円であ

ります。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書）

１. 前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」と

して掲記されていたものは、当連結会計年度から

「のれん償却額」と表示しております。

──────

２. 前連結会計年度において、投資活動によるキャッシュ

・フローで表示しておりました「短期貸付金の貸付

による支出」と「短期貸付金の回収による収入」並

びに「長期貸付金の貸付による支出」と「長期貸付

金の回収による収入」は、各科目毎の金額的重要性

が乏しくなったため、当連結会計年度から貸付金に

ついて短期と長期の区分をせず、「貸付けによる支

出」及び「貸付金の回収による収入」に集約して表

示する方法に変更いたしました。

なお、当連結会計年度において、従来と同じ表示方法

によった場合は以下のとおりであります。

　　「短期貸付金の貸付による支出」 △１ 百万円

　　「短期貸付金の回収による収入」   ０

　　「長期貸付金の貸付による支出」 △10

　　「長期貸付金の回収による収入」   23
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 279百万円

(投資その他の資産)その他(出資金

)

104百万円

投資有価証券(株式) 252百万円

(投資その他の資産)その他(出資金

)

104百万円

２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行４行と当座貸越契約を締結しております。これら契

約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行４行と当座貸越契約を締結しております。これら契

約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 21,200百万円

借入実行残高 － 

差引額 21,200 

当座貸越極度額の総額 21,200百万円

借入実行残高 － 

差引額 21,200 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

給与手当 7,542百万円

賞与引当金繰入額 440 

役員賞与引当金繰入額 22 

賃借料 1,797 

減価償却費 1,236 

のれん償却額 3 

給与手当 8,062百万円

賞与引当金繰入額 571 

役員賞与引当金繰入額 27 

貸倒引当金繰入額 24 

賃借料 1,853 

減価償却費 1,305 

のれん償却額 3 

※２　一般管理費に含まれる研究開発費の総額は、1,956百

万円であります。

※２　一般管理費に含まれる研究開発費の総額は、2,251百

万円であります。

※３　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※３　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

　  　

工具器具備品 114百万円

(無形固定資産)その他 19　

計 134 

建物 55百万円

工具器具備品 17　

(無形固定資産)その他 26　

計 99 
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 551,900 － － 551,900

合計 551,900 － － 551,900

自己株式     

普通株式 211 － － 211

合計 211 － － 211

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月23日

定時株主総会
普通株式 413 750 平成18年３月31日 平成18年６月23日

平成18年11月７日

取締役会
普通株式 413 750 平成18年９月30日 平成18年11月30日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月22日

定時株主総会
普通株式 413  利益剰余金 750 平成19年３月31日 平成19年６月25日

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 551,900 － － 551,900

合計 551,900 － － 551,900

自己株式     

普通株式（注） 211 53,143 － 53,355

合計 211 53,143 － 53,355

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、平成19年６月27日開催の取締役会決議に基づく買い付け11,819株、平成19

年７月30日開催の取締役会決議に基づく買い付け41,324株及び端株の買取り0.8株によるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額
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（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月22日

定時株主総会
普通株式 413 750 平成19年３月31日 平成19年６月25日

平成19年10月29日

取締役会
普通株式 373 750 平成19年９月30日 平成19年11月30日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月25日

定時株主総会
普通株式 623  利益剰余金 1,250 平成20年３月31日 平成20年６月26日

 （注）１株当たり配当額には、当社創立20周年記念配当500円を含んでおります。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※　　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※　　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在）

　 （百万円）

現金及び預金勘定 17,756
取得日から３ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資（有価証券）

11,997

現金及び現金同等物 29,754

　 （百万円）

現金及び預金勘定 10,554
取得日から３ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資（有価証券）

14,996

現金及び現金同等物 25,550
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．借主側 １．借主側

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

建物 40 7 32

工具器具備品 1,200 679 521

(無形固定資産)
その他

89 6 83

合計 1,330 693 637

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

建物 40 12 27

工具器具備品 611 287 324

(有形固定資産)
その他

2 0 1

(無形固定資産)
その他

89 32 57

合計 743 332 411

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 230百万円

１年超 420 

合計 650 

１年内 332百万円

１年超 628 

合計 961 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 305百万円

減価償却費相当額 282 

支払利息相当額 17 

支払リース料 223百万円

減価償却費相当額 208 

支払利息相当額 19 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

同左

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

同左
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

２．貸主側 ２．貸主側

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

 
取得価額

（百万円）

減価償却
累計額
（百万円）

期末残高

（百万円）

賃貸資産 2 1 0

合計 2 1 0

 
取得価額

（百万円）

減価償却
累計額
（百万円）

期末残高

（百万円）

賃貸資産 2 1 0

合計 2 1 0

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 0百万円

１年超 0 

合計 1 

１年内 172百万円

１年超 361 

合計 534 

(3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 (3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 0百万円

減価償却費 0 

受取利息相当額 0 

受取リース料 0百万円

減価償却費 0 

受取利息相当額 0 

(4）利息相当額の算定方法 (4）利息相当額の算定方法

利息相当額の各期への配分方法については、利息法

によっております。

同左

オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引

借主側 借主側

未経過リース料 未経過リース料

１年内 237百万円

１年超 280 

合計 518 

１年内 197百万円

１年超 249 

合計 446 
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成19年３月31日）

１．売買目的有価証券

　該当事項はありません。

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　該当事項はありません。

３．その他有価証券で時価のあるもの

　該当事項はありません。

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券

　該当事項はありません。

５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

0 － 2

６．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（百万円）

(1）満期保有目的の債券 －

(2）その他有価証券  

非上場株式 466

コマーシャル・ペーパー 6,997

譲渡性預金 5,000

（注）その他有価証券・非上場株式の連結貸借対照表計上額は当連結会計年度において、減損処理（24百万円）を行っ

たため、減損処理後の計上額となっております。

なお、当該株式の減損にあたっては、直近の財務諸表における１株当たり純資産が１株当たり取得原価に比べ

30％以上下落した場合には、出資後の経過年数等を勘案し、また当該会社の財政状態の回復可能性等を考慮の上、

減損処理を行っております。

７．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

 
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

１．債券     

(1）国債・地方債等 － － － －

(2）社債 － － － －

(3）その他 － － － －

２．その他 11,997 － － －

合計 11,997 － － －

当連結会計年度（平成20年３月31日）

１．売買目的有価証券

　該当事項はありません。

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　該当事項はありません。
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３．その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上
額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

株式 9 119 110

合計 9 119 110

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券

　該当事項はありません。

５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

28 － 0

６．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（百万円）

(1）満期保有目的の債券 －

(2）その他有価証券  

非上場株式 570

コマーシャル・ペーパー 5,996

譲渡性預金 9,000

（注）その他有価証券・非上場株式の連結貸借対照表計上額は当連結会計年度において、減損処理（22百万円）を行っ

たため、減損処理後の計上額となっております。

なお、当該株式の減損にあたっては、直近の財務諸表における１株当たり純資産が１株当たり取得原価に比べ

30％以上下落した場合には、出資後の経過年数等を勘案し、また当該会社の財政状態の回復可能性等を考慮の上、

減損処理を行っております。

７．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

 
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

１．債券     

(1）国債・地方債等 － － － －

(2）社債 － － － －

(3）その他 － － － －

２．その他 14,996 － － －

合計 14,996 － － －
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1）取引の内容及び利用目的

　外貨建債務に係わる為替変動リスクを回避する目的

で為替予約取引及び通貨オプション取引を行っており

ます。なお、当連結会計年度末においては通貨オプショ

ン取引はありません。また、利用しているデリバティブ

取引には、投機目的のものはありません。

(1）取引の内容及び利用目的

同左

(2）取引に対する取組方針

　将来購入する業務用資産に係わる外貨需要高を踏ま

え、長期的な予測に基づき実需の範囲内で、必要な外貨

を手当する方針であります。

(2）取引に対する取組方針

同左

(3）取引に係るリスクの内容

　利用している為替予約取引及び通貨オプション取引

は、為替相場の変動によるリスクを有しております。な

お、信用度の高い金融機関とのみ取引を行っており、信

用リスクはほとんどないと認識しております。

(3）取引に係るリスクの内容

同左

(4）取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引についての基本方針は取締役会で

決定され、取引限度額及び取引権限を定めた社内管理

規程に従って、財務経理部が取引の実行及び管理を

行っております。

(4）取引に係るリスク管理体制

同左

(5）取引の時価等に関する事項についての補足説明

　特記すべき事項はありません。

(5）取引の時価等に関する事項についての補足説明

同左

２．取引の時価等に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　当連結会計年度においては、すべてのデリバティブ取引

においてヘッジ会計を適用しているため該当事項はあり

ません。

同左
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（退職給付関係）

前連結会計年度（平成19年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び一部の連結子会社は、確定拠出年金制度及び退職金前払制度を採用しております。また、当社及び一

部の連結子会社はこの他に複数事業主制度による総合設立型の厚生年金基金に加盟しております。

２．退職給付費用に関する事項（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

  (百万円)

 確定拠出年金掛金及び前払退職金   343 

 総合設立型厚生年金基金掛金   241 

合計   585 

３．複数事業主制度による総合設立型の厚生年金基金に係る年金資産のうち当社及び一部の連結子会社の掛金

拠出割合に基づく年金資産残高（平成19年３月31日）
  
 5,667　百万円

当連結会計年度（平成20年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、確定拠出年金制度及び退職金前払制度を採用しております。また、当社及び連結子会

社はこの他に複数事業主制度による総合設立型の厚生年金基金に加盟しております。

　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次の通りであります。

（1）制度全体の積立状況に関する事項（平成19年３月31日現在）

  (百万円)

 年金資産の額   414,972 

 年金財政計算上の給付債務の額   358,004 

差引額   56,968 

（2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）
  
 1.37　％

（3）補足説明

　上記(1)の差引額の主な原因は、剰余金58,044百万円及び年金財政計算上の過去勤務債務残高1,076百万円であ

ります。本制度における過去勤務債務については、第２加算年金加入かつ過去期間持ち込み事業者にかかるも

ので当社グループに影響するものではありません。

　なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。

２．退職給付費用に関する事項（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 　 (百万円)

 確定拠出年金掛金及び前払退職金   364 

 総合設立型厚生年金基金掛金   267 

合計   632 

（追加情報）

　当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号　平成19

年５月15日）を適用しております。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成14年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
平成14年６月27日定時株主総会以後に開催され

た取締役会の決議による。

株式の種類別のストック・オプションの数

（注）
普通株式　　　14,996株

付与日
平成14年６月27日定時株主総会以後に開催され

た取締役会の決議による。

権利確定条件  権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間  平成16年８月１日から平成19年７月31日まで

（注）株式数に換算して記載しております。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成19年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成14年

ストック・オプション

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 12,212

権利確定 －

権利行使 －

失効 1,208

未行使残 11,004

②　単価情報

 
平成14年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 428,925

行使時平均株価　　　　　（円） －

公正な評価単価（付与日）（円） －

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 （百万円）

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 82

賞与引当金 259

たな卸資産廃棄及び評価減 103

その他 211

繰延税金資産（流動）合計 656

 （百万円）

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 108

賞与引当金 300

たな卸資産廃棄及び評価減 166

繰延ヘッジ損益 100

その他 232

繰延税金資産（流動）合計 908

繰延税金負債（流動）  

繰延ヘッジ損益 △20

その他 △0

繰延税金負債（流動）合計 △20

繰延税金資産（流動）の純額 636

繰延税金負債（流動）  

その他 △0

繰延税金負債（流動）合計 △0

繰延税金資産（流動）の純額 908

繰延税金資産（固定）  

工具器具備品減価償却費 1,701

ソフトウェア費 273

貸倒引当金 13

未払役員退職慰労金 38

投資有価証券評価損 203

その他有価証券評価差額金 1

その他 120

繰延税金資産（固定）合計 2,353

繰延税金資産（固定）  

工具器具備品減価償却費 1,762

ソフトウェア費 293

貸倒引当金 18

未払役員退職慰労金 19

投資有価証券評価損 132

その他有価証券評価差額金 7

その他 88

繰延税金資産（固定）小計 2,321

評価性引当額 △105

繰延税金資産（固定）合計 2,215

繰延税金負債（固定）  

特別償却準備金 △1

繰延税金負債（固定）合計 △1

繰延税金資産（固定）の純額 2,351

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。

 （％）

法定実効税率 40.69

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.51

住民税均等割等 0.64

評価性引当額の増加 2.22

その他 0.07

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.13
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　当社グループはネットワークシステムの構築とその運用・管理サービスを中心とした事業を行っており、全

て同一セグメントに属するため、事業の種類別セグメント情報は作成しておりません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

同上

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

同上

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

同上
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

(1) 役員及び個人主要株主等 　

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の
内容又
は職業

議決権等の
所有(被所有
)割合
（％）

関係内容
取引の
内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の兼

任等
事業上の関
係

役員 石川　徹 － －
当社
取締役

(被所有)
直接　 0.0

－ －

子会社
株式の
購入
(注)2.

42 － －

　（注）１．取引金額には消費税等は含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

子会社株式の購入価格については、取引時における子会社の財政状態を勘案して決定しております。

３．石川　徹氏は平成20年６月25日の定時株主総会終結の時をもって、任期満了により取締役を退任しました。

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額  115,715円08銭

１株当たり当期純利益金額      5,241円81銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

１株当たり純資産額   115,956円89銭

１株当たり当期純利益金額   4,797円85銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度末
（平成19年３月31日）

当連結会計年度末
（平成20年３月31日）

 純資産の部の合計額（百万円） 64,647 58,670

純資産の部の合計額から控除する金額（百

万円）
808 860

（うち少数株主持分） （808） （860）

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 63,838     57,809

 １株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（株）
551,688    498,545

　（注）２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純利益（百万円） 2,891 2,484

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,891 2,484

期中平均株式数（株） 551,688 517,802

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式の概要

新株予約権（平成14年６月27日定

時株主総会決議）（新株予約権の

目的となる株式の数11,004株）。

──────
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

────── （子会社の設立）

当社は、平成20年４月25日開催の取締役会において、下記

のとおり子会社の設立を決議し、平成20年５月30日に設立

いたしました。

１．子会社の概要

（1）商号 ビジネスアシュアランス株式会社

（2）本店所在地 東京都品川区

（3）設立年月日 平成20年５月30日
（4）主要な事業

内容 
セキュリティ・システム監査、ＩＳ

ＭＳ・ＩＴＳＭＳ審査登録等の第三

者監査・認証サービス全般の提供

（5）資本金 50百万円

（6）出資比率 当社100％

  

２．設立の目的

当社グループ全体で、お客様の情報セキュリティに関す

る企画・設計・構築から運用・監査までをワンストップ

で提供できる体制を構築するため。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他の有利子負債     

リース債務（１年以内) － 19 6.9 －

リース債務（１年超） － 16 6.9 平成23年

計 － 36 － －

　（注）１．平均利率については、リース債務の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．その他の有利子負債「リース債務」は、リース物件のうち、通常の売買取引に準じた会計処理を適用してい

る物件に係るリース料未払金残高であります。当該リース物件に係る平均利率は、リース物件の維持管理費

用相当額を含めて算定しております。

３．その他の有利子負債「リース債務(１年超)」の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

 その他の有利子負債

リース債務（１年超） 9 7 － －

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   15,845   8,768  

２．受取手形   1,033   720  

３．売掛金 ※１  29,638   30,764  

４．有価証券   11,997   14,996  

５．商品   8,562   8,920  

６．未着品   760   394  

７．未成工事支出金   1,263   3,252  

８．貯蔵品   5   6  

９．前渡金   4   4  

10．前払費用   1,693   1,945  

11．繰延税金資産   505   763  

12．短期貸付金 ※１  551   2  

13．その他   85   136  

貸倒引当金   △1   △6  

流動資産合計   71,948 88.1  70,671 87.6

 

EDINET提出書類

ネットワンシステムズ株式会社(E04966)

有価証券報告書

63/93



  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  815   919   

減価償却累計額  △455 359  △531 388  

(2）工具器具備品  11,852   13,718   

減価償却累計額  △8,052 3,800  △9,726 3,991  

(3）賃貸資産  3   3   

減価償却累計額  △2 1  △3 0  

有形固定資産合計   4,161 5.1  4,380 5.4

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   1,372   1,254  

(2）その他   －   0  

無形固定資産合計   1,372 1.7  1,255 1.6

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   466   690  

(2）関係会社株式   1,437   1,343  

(3）出資金   73   64  

(4）関係会社出資金   104   104  

(5）従業員長期貸付金   11   13  

(6）破産更生債権等   225   243  

(7）長期前払費用   46   9  

(8）繰延税金資産   1,339   1,303  

(9）敷金保証金   702   795  

(10）その他   17   17  

貸倒引当金   △225   △243  

投資その他の資産合計   4,200 5.1  4,342 5.4

固定資産合計   9,735 11.9  9,977 12.4

資産合計   81,683 100.0  80,648 100.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金 ※１  12,425   16,510  

２．リース債務   －   19  

３．未払金   913   1,039  

４．未払費用   549   612  

５．未払法人税等   765   973  

６．未払消費税等   178   40  

７．前受金   3,281   3,756  

８．預り金   130   74  

９．賞与引当金   441   491  

10. 役員賞与引当金   20   18  

11．その他   24   310  

流動負債合計   18,730 22.9  23,845 29.5

Ⅱ　固定負債        

１．リース債務   －   16  

２．長期未払金   73   42  

固定負債合計   73 0.1  59 0.1

負債合計   18,803 23.0  23,905 29.6
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  12,279 15.1  12,279 15.2

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 19,453   19,453   

資本剰余金合計 　  19,453 23.8  19,453 24.1

３．利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 86   86   

(2）その他利益剰余金 　       

特定情報通信機器特
別償却準備金

　 2   －   

別途積立金 　 27,920   29,600   

繰越利益剰余金 　 3,205   3,117   

利益剰余金合計 　  31,214 38.2  32,804 40.7

４．自己株式 　  △94 △0.1  △7,702 △9.5

株主資本合計 　  62,852 77.0  56,834 70.5

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  △2 △0.0  55 0.1

２．繰延ヘッジ損益 　  29 0.0  △146 △0.2

評価・換算差額等合計 　  26 0.0  △90 △0.1

純資産合計 　  62,879 77.0  56,743 70.4

負債純資産合計 　  81,683 100.0  80,648 100.0

        

EDINET提出書類

ネットワンシステムズ株式会社(E04966)

有価証券報告書

66/93



②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１．商品売上高  75,584   74,473   

２．ネットワークサービス
売上高

 31,559 107,144 100.0 35,399 109,873 100.0

Ⅱ　売上原価        

１．期首商品たな卸高  8,556   8,562   

２．期首未成工事支出金  2,154   1,263   

３．当期商品仕入高  64,875   66,843   

４．当期外注費  18,812   22,302   

５．他勘定受入高 ※１ 1,753   2,258   

合計  96,152   101,230   

６．他勘定振替高 ※２ 1,306   1,510   

７．期末商品たな卸高  8,562   8,920   

８．期末未成工事支出金  1,263 85,018 79.3 3,252 87,547 79.7

売上総利益   22,125 20.7  22,326 20.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※3,4  17,083 16.0  18,411 16.7

営業利益   5,042 4.7  3,914 3.6

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  15   28   

２．有価証券利息  34   93   

３．受取配当金  1   －   

４．関係会社業務受託収入  9   5   

５．団体保険配当金  28   13   

６．その他  18 107 0.1 40 181 0.2

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  －   0   

２．自己株式取得手数料  －   17   

３．為替差損  6   18   

４．コミットメントフィー  9   －   

５．出資金運用損  10   10   

６．その他  4 30 0.0 1 47 0.1

経常利益   5,119 4.8  4,047 3.7
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

１．貸倒引当金戻入益 　 0   1   

２．関係会社清算益  ※５ － 0 0.0 191 192 0.2

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産除却損 ※６ 107   10   

２．投資有価証券売却損  2   0   

３．関係会社株式売却損  －   15   

４．投資有価証券評価損  24   22   

５．関係会社株式評価損  34   －   

６．事業所移転中止関連費
用

 199 368 0.4 － 47 0.1

税引前当期純利益   4,752 4.4  4,192 3.8

法人税、住民税及び事業
税

 2,025   1,956   

法人税等調整額  △39 1,985 1.8 △140 1,815 1.6

当期純利益   2,767 2.6  2,377 2.2
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

評価・換算
差額等

 （注）２

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備金 利益準備金

その他
利益剰余金

 （注）１

利益剰余金
合計

平成18年３月31日　残高
　　　　　　（百万円）

12,279 19,453 86 29,215 29,302 △94 60,940 △5 60,934

事業年度中の変動額          

剰余金の配当（注）３    △413 △413  △413  △413

剰余金の配当（中間配当）    △413 △413  △413  △413

役員賞与（注）３    △27 △27  △27  △27

当期純利益    2,767 2,767  2,767  2,767

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

       32 32

 事業年度中の変動額合計　　　　
             （百万円）

－ － － 1,912 1,912 － 1,912 32 1,945

平成19年３月31日　残高
　　　　　　（百万円）

12,279 19,453 86 31,127 31,214 △94 62,852 26 62,879

（注）１．その他利益剰余金の内訳

 
特定情報通信機器
特別償却準備金

別途積立金 繰越利益剰余金 合計

 平成18年３月31日　残高
　　　　　　　（百万円）

12 24,770 4,432 29,215

事業年度中の変動額     

特定情報通信機器特別償却
準備金の取崩（注）３

△4  4 －

特定情報通信機器特別償却
準備金の取崩

△4  4 －

別途積立金の積立（注）３  3,150 △3,150 －

剰余金の配当（注）３   △413 △413

剰余金の配当（中間配当）   △413 △413

役員賞与（注）３   △27 △27

当期純利益   2,767 2,767

  事業年度中の変動額合計　　　　
             (百万円）

△9 3,150 △1,227 1,912

 平成19年３月31日　残高
　　　　　　（百万円）

2 27,920 3,205 31,127

（注）２．評価・換算差額等の内訳

 
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 合計

 平成18年３月31日　残高
　　　　　　　（百万円）

△5 － △5

事業年度中の変動額    

 　株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

2 29 32

  事業年度中の変動額合計　　　　
            （百万円）

2 29 32

 平成19年３月31日　残高
　　　　　　（百万円）

△2 29 26

（注）３．平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）
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株主資本

評価・換算
差額等

 （注）２

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備金 利益準備金

その他
利益剰余金

 （注）１

利益剰余金
合計

平成19年３月31日　残高
　　　　　　（百万円）

12,279 19,453 86 31,127 31,214 △94 62,852 26 62,879

事業年度中の変動額          

剰余金の配当    △787 △787  △787  △787

当期純利益    2,377 2,377  2,377  2,377

自己株式の取得      △7,607 △7,607  △7,607

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

       △117 △117

 事業年度中の変動額合計　　　　
             （百万円）

－ － － 1,589 1,589 △7,607 △6,018 △117 △6,135

平成20年３月31日　残高
　　　　　　（百万円）

12,279 19,453 86 32,717 32,804 △7,702 56,834 △90 56,743

（注）１．その他利益剰余金の内訳

 
特定情報通信機器
特別償却準備金

別途積立金 繰越利益剰余金 合計

 平成19年３月31日　残高
　　　　　　　（百万円）

2 27,920 3,205 31,127

事業年度中の変動額     

特定情報通信機器特別償却
準備金の取崩

△2  2 －

別途積立金の積立  1,680 △1,680 －

剰余金の配当   △787 △787

当期純利益   2,377 2,377

  事業年度中の変動額合計　　　　
             (百万円）

△2 1,680 △87 1,589

 平成20年３月31日　残高
　　　　　　（百万円）

－ 29,600 3,117 32,717

（注）２．評価・換算差額等の内訳

 
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 合計

 平成19年３月31日　残高
　　　　　　　（百万円）

△2 29 26

事業年度中の変動額    

 　株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

58 △175 △117

  事業年度中の変動額合計　　　　
            （百万円）

58 △175 △117

 平成20年３月31日　残高
　　　　　　（百万円）

55 △146 △90
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

　（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法又は償却

原価法（定額法）

時価のないもの

同左

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法

　時価法 同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）商品

　移動平均法による原価法

(1）商品

同左

 (2）未成工事支出金

　個別法による原価法

(2）未成工事支出金

同左

４．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法

　ただし、賃貸資産については定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物　　　　　　　　　　３～26年

工具器具備品　　　　　　２～20年

賃貸資産　　　　　　　　　　６年

(1）有形固定資産

　定率法

　ただし、賃貸資産については定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物　　　　　　　　　　３～26年

工具器具備品　　　　　　２～20年

賃貸資産　　　　　　　　　　６年

（会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当事

業年度より、平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方

法に変更しております。なお、これに

よる損益に与える影響は軽微であり

ます。

 (2）無形固定資産

自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間(５年)

に基づく定額法

(2）無形固定資産

自社利用のソフトウェア

同左

 販売用ソフトウェア

見込販売可能期間(３年)に基づく

定額法

販売用ソフトウェア

同左

 (3）長期前払費用

均等償却法

(3）長期前払費用

同左

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。

同左

 

EDINET提出書類

ネットワンシステムズ株式会社(E04966)

有価証券報告書

71/93



項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率による計算

額を、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充

てるため、支給見込額に基づき計上して

おります。

(2）賞与引当金

同左

 (3）役員賞与引当金 (3）役員賞与引当金
 役員に対して支給する賞与の支出に充

てるため、支給見込額に基づき計上して

おります。

（会計方針の変更）

当事業年度より、「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基準第４号 平成17

年11月29日）を適用しております。これ

により営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益は、それぞれ20百万円減少して

おります。

役員に対して支給する賞与の支出に充

てるため、支給見込額に基づき計上して

おります。

７．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

同左

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。た

だし、為替予約のうち、振当処理の要件を

満たしている場合は振当処理を採用して

おります。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：為替予約

ヘッジ対象：外貨建予定取引

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 (3）ヘッジ方針

取引限度額及び取引権限を定めた社内管

理規程に従って、将来購入する業務用資

産に係わる外貨建債務の為替変動リスク

をヘッジしております。

(3）ヘッジ方針

同左

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

為替予約については、ヘッジに高い有効

性があるとみなされるため、有効性の評

価については省略しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は62,850百万

円であります。

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。

──────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１　関係会社に対する主な資産・負債 ※１　関係会社に対する主な資産・負債

売掛金 157百万円

短期貸付金 550 

買掛金 822 

売掛金 60百万円

買掛金 759 

２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行４行と当座貸越契約を締結しております。これら契

約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。

２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行４行と当座貸越契約を締結しております。これら契

約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。

当座貸越極度額の総額 21,200百万円

借入実行残高 － 

差引額 21,200 

当座貸越極度額の総額 21,200百万円

借入実行残高 － 

差引額 21,200 

EDINET提出書類

ネットワンシステムズ株式会社(E04966)

有価証券報告書

74/93



（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　他勘定受入高の内訳 ※１　他勘定受入高の内訳

販売費及び一般管理費 1,744百万円

工具器具備品 6 

固定資産除却損 2 

計 1,753 

販売費及び一般管理費 2,254百万円

工具器具備品 1 

固定資産除却損 1 

計 2,258 

※２　他勘定振替高の内訳 ※２　他勘定振替高の内訳

工具器具備品 1,229百万円

販売費及び一般管理費 64 

その他 12 

計 1,306 

工具器具備品 1,458百万円

販売費及び一般管理費 47 

その他 4 

計 1,510 

※３　販売費及び一般管理費 ※３　販売費及び一般管理費

　販売費に属する費用のおおよその割合は79％であり、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は21％であ

ります。重要な費目及び金額は次のとおりであります。

　販売費に属する費用のおおよその割合は74％であり、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は26％であ

ります。重要な費目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬 235百万円

給与手当 6,975 

賞与 1,109 

賞与引当金繰入額 343 

役員賞与引当金繰入額 20 

法定福利費 957 

賃借料 1,602 

減価償却費 1,119 

役員報酬 257百万円

給与手当 7,448 

賞与 1,038 

賞与引当金繰入額 444 

役員賞与引当金繰入額 18 

貸倒引当金繰入額 24 

法定福利費 1,060 

賃借料 1,694 

減価償却費 1,212 

※４　一般管理費に含まれる研究開発費の総額は、1,956百

万円であります。

※４　一般管理費に含まれる研究開発費の総額は、2,251百

万円であります。

※５　　　　　　　　 ────── ※５　関係会社清算益は、㈱イージャパンの清算に伴い発

生したものであります。

※６　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※６　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

工具器具備品 107百万円

計 107　

建物 0百万円

工具器具備品 10 

計 10　
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加株式数

（株）
当事業年度減少株式数

（株）
当事業年度末株式数

（株）

普通株式 211 － － 211

合計 211 － － 211

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加株式数

（株）
当事業年度減少株式数

（株）
当事業年度末株式数

（株）

普通株式（注） 211 53,143 － 53,355

合計 211 53,143 － 53,355

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、平成19年６月27日開催の取締役会決議に基づく買い付け11,819株、平成19

年７月30日開催の取締役会決議に基づく買い付け41,324株及び端株の買取り0.8株によるものであります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．借主側 １．借主側

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

工具器具備品 222 34 187

ソフトウェア 85 4 81

合計 308 39 269

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

工具器具備品 232 87 145

（有形固定資
産）その他

2 0 1

ソフトウェア 85 28 56

合計 320 116 204

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 88百万円

１年超 182 

合計 270 

１年内 264百万円

１年超 477 

合計 742 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 122百万円

減価償却費相当額 109 

支払利息相当額 2 

支払リース料 103百万円

減価償却費相当額 97 

支払利息相当額 8 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

同左

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

同左
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

２．貸主側 ２．貸主側

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

 
取得価額

（百万円）

減価償却累
計額
（百万円）

期末残高

（百万円）

賃貸資産 2 1 0

合計 2 1 0

 
取得価額

（百万円）

減価償却累
計額
（百万円）

期末残高

（百万円）

賃貸資産 2 1 0

合計 2 1 0

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 0百万円

１年超 0 

合計 1 

１年内 172百万円

１年超 361 

合計 534 

(3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 (3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 0百万円

減価償却費 0 

受取利息相当額 0 

受取リース料 0百万円

減価償却費 0 

受取利息相当額 0 

(4）利息相当額の算定方法 (4）利息相当額の算定方法

　利息相当額の各期への配分方法については、利息法

によっております。

同左

オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引

借主側 借主側

未経過リース料 未経過リース料

１年内 205百万円

１年超 276 

合計 482 

１年内 197百万円

１年超 249 

合計 446 
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（有価証券関係）

前事業年度（平成19年３月31日）及び当事業年度（平成20年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 （百万円）

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 70

賞与引当金 179

たな卸資産廃棄及び評価減 103

その他 172

繰延税金資産（流動）合計 526

 （百万円）

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 90

賞与引当金 199

たな卸資産廃棄及び評価減 166

繰延ヘッジ損益 100

その他 206

繰延税金資産（流動）合計 763

繰延税金負債（流動）  

繰延ヘッジ損益 △20

繰延税金負債（流動）合計 △20

繰延税金資産（流動）の純額 505

 

繰延税金資産（固定）  

工具器具備品減価償却費 773

ソフトウェア費 273

貸倒引当金 13

未払役員退職慰労金 29

投資有価証券評価損 203

その他有価証券評価差額金 1

その他 45

繰延税金資産（固定）合計 1,341

繰延税金資産（固定）  

工具器具備品減価償却費 910

ソフトウェア費 293

貸倒引当金 18

未払役員退職慰労金 17

投資有価証券評価損 132

その他有価証券評価差額金 7

その他 30

繰延税金資産（固定）小計 1,409

評価性引当額 △105

繰延税金資産（固定）合計 1,303

繰延税金負債（固定）  

特別償却準備金 △1

繰延税金負債（固定）合計 △1

繰延税金資産（固定）の純額 1,339

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。

 （％）

法定実効税率 40.69

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.48

受取配当金等永久に益金に算入されない項

目
△1.86

住民税均等割等 0.58

評価性引当額の増加 2.52

その他 △0.11

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.30
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 113,976円95銭

１株当たり当期純利益金額     5,015円53銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

１株当たり純資産額   113,819円02銭

１株当たり当期純利益金額  4,591円36銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度末

　（平成19年３月31日）
当事業年度末

　（平成20年３月31日）

 純資産の部の合計額（百万円）  62,879  56,743

純資産の部の合計額から控除する金額（百

万円）
 － －

普通株式に係る期末の純資産額（百万円）  62,879    56,743

 １株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（株）
551,688   498,545

　（注）２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純利益（百万円） 2,767 2,377

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,767 2,377

期中平均株式数（株） 551,688 517,802

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式の概要

　新株予約権（平成14年６月27日定

時株主総会決議）（新株予約権の

目的となる株式の数11,004株）。

──────

EDINET提出書類

ネットワンシステムズ株式会社(E04966)

有価証券報告書

80/93



（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

────── （子会社の設立）

当社は、平成20年４月25日開催の取締役会において、下記

のとおり子会社の設立を決議し、平成20年５月30日に設立

いたしました。

１．子会社の概要

（1）商号 ビジネスアシュアランス株式会社

（2）本店所在地 東京都品川区

（3）設立年月日 平成20年５月30日
（4）主要な事業

内容 
セキュリティ・システム監査、ＩＳ

ＭＳ・ＩＴＳＭＳ審査登録等の第三

者監査・認証サービス全般の提供

（5）資本金 50百万円

（6）出資比率 当社100％

  

２．設立の目的

当社グループ全体で、お客様の情報セキュリティに関す

る企画・設計・構築から運用・監査までをワンストップ

で提供できる体制を構築するため。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価証券 その他有価証券

銘柄
株式数

(株)
貸借対照表計上額
（百万円）

3TERA,Inc. 1,076,426 200

3PARDATA,Inc. 173,890 119

SONOA SYSTEMS,Inc. 1,002,005 100

XSIGO SYSTEMS,Inc. 227,790 100

㈱オーエー研究所 21,000 79

㈱大阪エクセレント・アイ・ディ・シー 512 25

㈱インフィニコ 1,000 14

㈱ユービークロス 400 12

テクノ・ヴィ・アイ・ピー㈱ 400 11

㈱セキュアウェア 2,000 5

その他　10銘柄 18,335 21

計 2,523,758 690

【その他】

有価証券 その他有価証券

種類及び銘柄
券面総額
(百万円)

貸借対照表計上額
（百万円）

（コマーシャル・ペーパー）   

オリックス㈱ 3,000 2,998

三菱ＵＦＪリース㈱ 3,000 2,998

（譲渡性預金）   

住友信託銀行㈱ 8,000 8,000

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 1,000 1,000

計 15,000 14,996
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高
（百万円）

有形固定資産        

建物 815 104 0 919 531 76 388

工具器具備品 11,852 2,046 181 13,718 9,726 1,830 3,991

賃貸資産 3 － － 3 3 0 0

有形固定資産計 12,671 2,151 181 14,641 10,260 1,907 4,380

無形固定資産        

ソフトウェア 2,203 291 － 2,494 1,239 409 1,254

その他 － 0 － 0 0 0 0

無形固定資産計 2,203 291 － 2,495 1,240 409 1,255

長期前払費用 55 3 36 22 13 3 9

繰延資産        

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

工具器具備品　　　試験及び開発器材購入等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　663百万円

　　　　　　　　　保守部材購入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,383百万円

ソフトウェア　　　基幹システム新機能追加及び改修　　　        　　　　　　　　251百万円

            　　　人事給与システム導入に伴うソフトウェアの取得　　　　　　　 　19百万円

２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

工具器具備品　　　検査機器等の廃棄　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 92百万円

　　　　　　　　　　　　　　　遊休保守部材の廃棄　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 54百万円

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 226 24 － 1 249

賞与引当金 441 491 441 － 491

役員賞与引当金 20 18 20 － 18

　（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、債権の回収による戻入額１百万円であります。　
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

１）現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 2

銀行預金  

当座預金 6,691

普通預金 2,045

別段預金 0

小計 8,738

郵便貯金 28

合計 8,768

２）受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

ＮＥＣネッツエスアイ㈱ 219

㈱ソニーファイナンスインターナショナル 130

キヤノンネットワークコミュニケーションズ㈱ 62

㈱リクルート 57

古河エレコム㈱ 50

その他 199

合計 720

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年４月 126

５月 233

６月 207

７月 147

８月以降 6

合計 720

３）売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

東日本電信電話㈱ 2,486

沖電気工業㈱ 2,342

富士通㈱ 1,961

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱ 1,575

みずほ証券㈱ 1,018
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相手先 金額（百万円）

その他 21,379

合計 30,764

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

──────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

29,638 115,866 114,741 30,764 78.9 95.4

　（注）　当期発生高には、消費税等を含んでおります。

４）商品

区分 金額（百万円）

ネットワーク機器商品群 8,386

ネットワークコンピューティング商品群 58

メディア商品群 424

サービス商品群 51

合計 8,920

５）未着品

区分 金額（百万円）

ネットワーク機器商品群 394

合計 394

６）未成工事支出金

区分 金額（百万円）

ネットワーク機器商品群 1,913

ネットワークコンピューティング商品群 59

メディア商品群 144

サービス商品群 1,134

合計 3,252

７）貯蔵品

区分 金額（百万円）

回数券 1

収入印紙 3

旅行券 2

合計 6
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②　負債の部

買掛金

相手先 金額（百万円）

GECDF OVERSEAS,INC. 6,352

富士通㈱ 2,739

富士電機ITソリューション㈱ 1,072

ネットワークサービスアンドテクノロジーズ㈱ 719

㈱富士通エフサス 292

その他 5,334

合計 16,510

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券、10株券、100株券

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所 ―

株主名簿管理人 ―

取次所 ―

買取手数料 ―

公告掲載方法

本会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事

由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新

聞に掲載して行う。

なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、ＵＲＬは次のとおり

であります。

http://www.netone.co.jp/index.html

株主に対する特典 なし

　（注）当社は単元株制度を採用しておりません。

EDINET提出書類

ネットワンシステムズ株式会社(E04966)

有価証券報告書

87/93



第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

    当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第20期）（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日）平成19年６月25日関東財務局長に提出

(2) 半期報告書

 （第21期中）（自 平成19年４月１日　至 平成19年９月30日）平成19年12月14日関東財務局長に提出

(3) 自己株券買付状況報告書

 報告期間（自 平成19年６月27日　至 平成19年６月30日）平成19年７月13日関東財務局長に提出

 報告期間（自 平成19年７月１日　至 平成19年７月31日）平成19年８月13日関東財務局長に提出

 報告期間（自 平成19年８月１日　至 平成19年８月31日）平成19年９月６日関東財務局長に提出

 報告期間（自 平成19年９月１日　至 平成19年９月30日）平成19年10月４日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

   平成19年６月22日

ネットワンシステムズ株式会社   

 取締役会　御中   

 監査法人トーマツ  

 
指 定  社 員

業務執行社員
 公認会計士 勝又　三郎　　印

 
指 定  社 員

業務執行社員
 公認会計士 西岡　雅信　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているネットワン

システムズ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ネットワ

ンシステムズ株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別

途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成20年６月25日

ネットワンシステムズ株式会社   

 取締役会　御中   

 監査法人トーマツ  

 
指 定  社 員

業務執行社員
 公認会計士 西岡　雅信　　印

 
指 定  社 員

業務執行社員
 公認会計士 羽鳥　良彰　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ネットワンシステムズ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ネットワ

ンシステムズ株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別

途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成19年６月22日

ネットワンシステムズ株式会社   

 取締役会　御中   

 監査法人トーマツ  

 
指 定　社 員

業務執行社員
 公認会計士 勝又　三郎　　印

 
指 定　社 員

業務執行社員
 公認会計士 西岡　雅信　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているネットワン

システムズ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第20期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ネットワンシ

ステムズ株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別

途保管しております。

EDINET提出書類

ネットワンシステムズ株式会社(E04966)

有価証券報告書

92/93



独立監査人の監査報告書

   平成20年６月25日

ネットワンシステムズ株式会社   

 取締役会　御中   

 監査法人トーマツ  

 
指 定　社 員

業務執行社員
 公認会計士 西岡　雅信　　印

 
指 定　社 員

業務執行社員
 公認会計士 羽鳥　良彰　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ネットワンシステムズ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第21期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ネットワンシ

ステムズ株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別

途保管しております。
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